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   第 ４ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

令和６年10月21日(月曜日) 

午前９時58分開議 

午前11時32分休憩 

午後０時58分開議 

午後１時57分休憩 

午後２時５分開議 

午後３時９分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第41号 令和５年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第42号 令和５年度熊本県中小企業振

興資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

議案第46号 令和５年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第47号 令和５年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

議案第53号 令和５年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計歳入歳出

決算の認定について 

議案第54号 令和５年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計歳入歳出決算の認定について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(10人) 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 橋 口 海 平 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 楠 本 千 秋 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 末 松 直 洋 

        委  員 竹 﨑 和 虎 

        委  員 本 田 雄 三 

        委  員 亀 田 英 雄 

欠 席 委 員(２人) 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 西 村 尚 武 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

環境生活部 

         部  長 小 原 雅 之 

       政策審議監 清 田 克 弘 

医 監 山 口 喜久雄 

        環境局長 鈴   和 幸 

      県民生活局長 中 川 博 文 

     環境政策課長 木 原   徹 

     水俣病保健課長 山 本 智 勇 

     水俣病審査課長 佐 藤   豊 

    環境立県推進課長 原 田 義 隆 

         政策監 若 杉   誠 

      環境保全課長 廣 畑 昌 章 

      自然保護課長 蓑 田 公 彦 

    循環社会推進課長 村 岡 俊 彦 

  くらしの安全推進課長 岸 森 法 夫 

      消費生活課長 三 角 登志美 

男女参画・協働推進課長 板 橋 麻 里 

    人権同和政策課長 早 田 吉 秀 

商工労働部 

部 長 上 田 哲 也 

政策審議監 

兼商工雇用創生局長 佐 﨑 一 晴 

      産業振興局長 野 中 眞 治 

商工政策課長 大 村 克 行 

商工振興金融課長 田 浦 貴 久 

労働雇用創生課長 時 田 一 弘 

産業支援課長 荒 木 貴 志 

エネルギー政策課 吉 澤 和 宏 

企業立地課長 山 田 純 子 

販路拡大ビジネス課長 宮 﨑 公 一 

農林水産部 

食のみやこ推進局 

       政策調製監 杉 谷 将 洋 
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観光文化部 

部 長 倉 光 麻里子 

政策審議監 脇   俊 也 

観光文化政策課長 佐 方 美 紀 

観光振興課長 浦 本 雄 介 

  スポーツ交流企画課長 永 田 清 道 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 川 元 敦 司 

    会計課長 川 上 竜 也 

――――――――――――――― 

監査委員・同事務局職員出席者 

         局 長 小 原 正 巳 

監査監 天 野 誠 史 

監査監 坂 本 誠 也 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 槇 原 俊 郎 

       議事課主幹 松 永   築 

       議事課主幹 宗 像 克 彦 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、ただいまから

第４回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日は、午前に環境生活部の審査を行い、

午後から商工労働部及び観光文化部の審査を

行うこととしております。 

 これより環境生活部の審査を行います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

します。 

 小原環境生活部長。 

 

○小原環境生活部長 環境生活部でございま

す。 

 令和５年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項等のうち、環境生活部関係につきまして、

その後の措置状況を御報告いたします。 

 指摘事項は、「地方消費者行政推進事業に

ついて、消費生活相談員配置を含めた消費者

行政推進のための市町村補助金が減っている

ので、今後、適切な相談対応体制等が維持で

きるよう、市町村とも連携し、国へ粘り強く

要望して財源確保に努めること。」という御

指摘でございました。 

 地方消費者行政推進事業は、国の交付金を

財源として、消費生活相談員の人件費など、

主に市町村の行う消費者行政に対する補助を

行う事業でございます。 

 国からの補助金額が年々減ってきており、

これまでも、毎年、請願を受けて県議会から

国に意見書を提出いただき、執行部からも、

政府提案や知事会等を通して、国に対し、財

政支援に係る要望を続けてきたところでござ

います。 

 御指摘を受けまして、今年１月から、消費

生活分野における成果指標の一つと考えてい

る被害回復額を市町村と連携して調査してお

ります。 

 令和６年上期の被害回復額は約２億円に上

ることから、この回復額を下期政府要望に反

映させ、相談体制維持の重要性を訴えてまい

ります。 

 また、８月15日には、消費者庁地方協力課

長と県内自治体との協議の場を設けまして、

各自治体の現状、課題を訴えました。地方協

力課長からは、相談体制の維持に向けて自治

体と同じ方向を向いて取り組むとの発言がご

ざいました。 

 さらに、９月に開催された都道府県が参加

する会議においても、消費者庁から同趣旨の

発言がなされたところでございます。 

 今後とも、市町村や関係団体と連携し、ま
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た、他県とも協力しながら、国に対して粘り

強く要望を続け、財源確保に努めてまいりま

す。 

 御指摘に係る措置状況は、以上のとおりで

ございます。 

 続きまして、環境生活部の令和５年度決算

の概要につきまして御説明申し上げます。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 

 令和５年度歳入歳出決算総括表の左端、区

分欄のとおり、当部に関連する会計は、一般

会計及び熊本県のチッソ株式会社に対する貸

付けに係る県債償還等特別会計の２会計でご

ざいます。 

 まず、歳入でございますが、最下段の予算

現額105億200万円余に対しまして、調定額、

収入済額はともに104億9,500万円余で、不納

欠損及び収入未済はございません。 

 また、予算現額と収入済額との差額であり

ます700万円余は、主に事業繰越しに伴う国

庫補助金の減によるものでございます。 

 次に、歳出でございますが、最下段の予算

現額180億7,700万円余に対しまして、支出済

額は170億円余、繰越額は５億1,000万円余

で、不用額は５億6,600万円余でございま

す。 

 不用額が生じた主な理由は、水俣病総合対

策事業における療養費の支給額が当初の見込

みを下回ったこと及び入札に伴う執行残など

によるものでございます。 

 以上が環境生活部の令和５年度決算の概要

でございます。 

 詳細につきましては、各課長が説明いたし

ますので、御審議のほどよろしくお願い申し

上げます。 

 

○内野幸喜委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○木原環境政策課長 環境政策課です。 

 最初に、今年度の定期監査におきまして

は、環境生活部への指摘事項はございません

でした。 

 それでは、環境政策課の決算について御説

明します。 

 ２ページをお願いします。 

 環境政策課は、一般会計における歳入はあ

りませんので、歳出から御説明します。 

 上段の一般管理費は、災害対応等で人事課

から特別配当を受けた職員の時間外勤務手当

等です。この項目は、各部局の筆頭課に一括

して計上することとなっております。 

 中段の公害対策費は、職員給与費のほか、

環境生活部政策調整事業、水銀フリー推進事

業などでございます。 

 不用額662万円余については、職員給与費

と環境生活部政策調整事業の執行残等でござ

います。 

 下段の諸支出金は、次に御説明しますチッ

ソ株式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計への繰出金です。 

 次の３ページからは、チッソ関連の特別会

計でございまして、最初にその概要を御説明

します。 

 チッソが行う水俣病認定患者への補償金支

払いに係る資金の貸付けや水俣・芦北地域振

興財団がチッソに対して行った政治解決一時

金の支払いに係る資金等の貸付けのために発

行した県債の償還などを行うための特別会計

でございます。 

 チッソへの金融支援については、県債を発

行して貸付けを行いますとともに、閣議了解

に基づき、チッソの経常利益の中から可能な

範囲で県に返済を求めております。この返済

額が県債の償還額に不足する場合は、その８

割を国庫補助金、残りの２割は全額交付税措

置のある特別県債を発行して、県の償還財源

に充当しております。 

 この特別会計の歳入について、不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 ３ページの上から２段目、チッソ貸付金元
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金及びその下の利子、合計１億700万円余

は、水俣病認定患者への補償金支払いのた

め、チッソに貸し付けた貸付金の返済金で

す。 

 その下の段、水俣病問題解決支援財団出資

費２億7,600万円余は、いわゆる平成７年一

時金県債の元利償還のための一般会計からの

繰入金です。 

 最下段の国庫支出金４億2,900万円余は、

先ほど触れましたチッソからの返済額が償還

額に不足する分の８割に相当する国の補助金

です。 

 ４ページをお願いします。 

 上段の一般会計繰入金９億5,000万円余

は、特別県債元利償還のための一般会計から

の繰入金です。 

 中段は、チッソに対する特別貸付金の資金

１億600万円を特別県債を発行して調達した

もので、全額交付税措置がされております。 

 下段の一般会計繰入金７億5,600万円余

は、平成22年水俣病特別措置法に伴う一時金

県債元利償還のための一般会計からの繰入金

です。 

 次の５ページからは歳出でございます。 

 上から１段目、チッソ貸付費５億3,600万

円余は、水俣病認定患者への補償金支払いの

資金としてチッソに貸し付けるために発行し

た県債の元利償還金です。 

 ４段目の水俣病問題解決支援財団出資費２

億7,600万円余は、平成７年一時金県債の元

利償還金です。 

 ６ページをお願いします。 

 支援措置費のうち、上から２段目、特別貸

付金１億600万円は、先ほど触れました特別

県債によるチッソへの貸付金です。 

 ３段目の公債費９億5,000万円余は、特別

県債の元利償還金です。 

 ７ページの一時金支払関係支援費７億

5,600万円余は、平成22年水俣病特措法に伴

う一時金県債の元利償還金です。 

 環境政策課は以上です。 

 

○山本水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 説明資料８ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

歳入未済額はともにございません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

ついては、最下段の水俣病総合対策事業費補

助が主なものです。 

 これは、当該補助の大部分を占める医療事

業の対象者数の減によるもので、県の歳入予

算は、年度末に減額補正をしていますが、国

からの補助金は、年度当初の申請額により交

付されるため、差額が生じるものです。 

 なお、この差額につきましては、本年度、

国に返還をいたします。 

 続きまして、歳出について説明をいたしま

す。 

 10ページをお願いいたします。 

 最下段の公害保健費について、不用額２億

6,700万円余の主なものは、水俣病総合対策

費等扶助費の対象者数の減により、療養費等

の支給実績が見込みを下回ったことによるも

のです。 

 最後に、繰越事業につきまして、別冊の附

属資料１ページをお願いいたします。別冊で

す。 

 上段の胎児性・小児性水俣病患者等の地域

生活支援事業は、光熱水費等の価格高騰の影

響を受ける水俣病関係事業者への支援に要す

る経費で、年度内の事業費の確定が困難なた

め、繰り越したものです。 

 下段の水俣病関連情報発信支援事業は、水

俣病資料館の収蔵庫増築の設計業務ですが、

事業実施に不測の日数を要したため、繰り越

したものです。 

 なお、進捗状況が90％としておりますが、

現在、設計業務は完了はしておりますが、事

業主体の水俣市からの実績報告書を待ってい



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和６年10月21日) 

 - 5 - 

る状況にあるためです。 

 水俣病保健課は以上です。 

 

○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 説明資料にお戻りいただきまして、11ペー

ジをお願いいたします。 

 歳入でございます。 

 国庫支出金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額ともにございません。 

 次に、表の６段目、諸収入でございます

が、こちらも不納欠損額及び収入未済額はご

ざいません。 

 次に、12ページをお願いします。 

 歳出でございます。 

 最下段の公害保健費でございますが、

2,880万円余の不用額が出ております。 

 これは、備考欄に記載のとおり、水俣病の

検診等に係る支出額が当初の見込みを下回っ

たことなどによるものでございます。 

 なお、翌年度への繰越額はございません。 

 水俣病審査課は以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 説明資料の13ページをお願いいたします。 

 歳入でございますが、不納欠損金、収入未

済額ともにございません。 

 ５段目の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金につきまして、予算額に対

して収入済額が546万円余の減額となってお

ります。 

 これは、環境センターのトイレ改修工事の

実績額が所要見込額を下回ったことにより減

額となったものでございます。 

 ６段目の二酸化炭素排出抑制対策事業費補

助につきまして、予算額に対して収入済額が

5,264万円余の減額となっております。 

 これは、再生可能エネルギー設備導入事業

者への補助金を翌年度に繰り越したこと等に

より減額となったものでございます。 

 続きまして、14ページをお願いします。 

 ４段目の環境保全基金繰入金につきまし

て、予算額に対して収入済額が193万円余の

減額となっておりますが、これは、環境セン

ターの運営事業などの基金充当事業におい

て、実績額が所要見込額を下回ったことによ

り、基金の取崩し額が減額となったものでご

ざいます。 

 最下段の雑入ですが、これは、環境センタ

ーその他の受変電設備の改修における水俣市

からの負担金でございます。実績額が所要見

込額を下回ったことにより、予算額に対して

収入済額が288万円余の減額となっておりま

す。 

 続いて、歳出について、主なものを御説明

いたします。 

 16ページをお願いいたします。 

 ２段目の公害対策費ですが、これは、環境

センター運営事業や半導体関連地下水保全対

策事業などでございます。 

 不用額2,494万円余は、主に環境センター

運営事業に係る修繕工事における入札に伴う

執行残でございます。 

 最後に、繰越事業につきまして、別冊の附

属資料の２ページをお願いします。 

 上段の環境センター運営事業は、環境セン

ターの管内監視設備の更新や増設工事に係る

経費でございます。 

 繰越しの理由ですが、入札不調による積算

見直し等により、適正な工期が年度内に確保

できなかったため、繰り越したものでござい

ます。 

 なお、今年度は契約を締結しており、年度

内には工事完了予定でございます。 

 下段の2050くまもとゼロカーボン推進事業

は、県有施設に事業者が再生可能エネルギー

設備を設置し、維持管理を行い、県は事業者

に電気代を支払う、いわゆるＰＰＡ初期投資

ゼロモデルと呼ばれる仕組みを活用し、県有
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施設にソーラーカーポートを導入する事業者

に対して補助金を支給する事業でございま

す。 

 繰越しの理由ですが、再生エネルギー設備

を導入する事業者との協議に時間を要したこ

とに加え、能登半島地震等の影響でソーラー

カーポートや電線などの設備の納期に遅れが

生じたことから、年度内に補助事業が完了せ

ず繰り越したものでございます。 

 なお、３施設のうち２つの施設は工事が完

了し、電気供給契約の準備を現在進めており

ます。なお、残りの１施設も来年１月の工事

完了を予定しております。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料に戻っていただきまして、17ペー

ジをお願いいたします。 

 まず、歳入に関する調べでございますが、

不納欠損額、収入未済額はございません。 

 ３段目の水道関係費補助について、予算現

額と収入済額との差が１億230万円余ござい

ますが、これは主に令和６年度への繰越しに

よるものでございます。 

 繰越事業につきましては、後ほど附属資料

により御説明いたします。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、主なものを御説明い

たします。 

 まず、衛生費のうち、上から２段目の公害

対策費でございますが、これは、環境に著し

い影響を及ぼすおそれのある大規模開発に際

し、環境影響評価が実施される地域開発や公

共事業について、環境に悪影響をもたらさな

いよう事前に審査、指導を行うとともに、関

係機関との連絡調整を図るための環境影響評

価審査費などでございます。 

 不用額1,420万円余につきましては、人件

費及び経費節減に伴う執行残でございます。 

 次に、３段目の公害規制費でございます

が、主な事業といたしましては、県内35か所

の測定局において、光化学オキシダントやＰ

Ｍ2.5などの大気汚染物質の常時監視を行っ

ております大気汚染監視調査事業、原子力規

制庁からの委託事業であります環境放射能水

準調査、河川、海域及び地下水の水質環境監

視事業等でございます。 

 不用額1,500万円余につきましては、入札

及び経費節減に伴う執行残でございます。 

 次に、下段の環境整備費でございます。 

 主な事業といたしましては、市町村が実施

する水道施設の整備等に対して補助する水道

施設整備事業、上天草・宇城水道企業団の企

業債利子償還に対して補助する水道広域化施

設整備利子補給事業、次期水道ビジョンを策

定する水道ビジョン策定事業等でございま

す。 

 不用額720万円余につきましては、主に水

道施設整備事業に係る補助所要額の減に伴う

執行残でございます。 

 最後に、繰越事業について御説明いたしま

す。 

 別冊の附属資料３ページをお願いいたしま

す。 

 水道施設整備事業でございますが、補助対

象事業者におきまして、他事業との調整や資

材の確保に時間を要したことや、令和５年度

２月補正で計上した事業であり、年度内に十

分な事業期間が確保できなかったため、年度

内に工事が完了しなかったことにより、繰越

しとなったものでございます。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 説明資料の20ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 
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 続きまして、21ページをお願いいたしま

す。 

 上から５段目の自然環境整備交付金、これ

は、国立公園内の施設整備等に対する国の交

付金でございます。 

 予算額に対して収入済額が１億5,300万円

余の減収となっておりますが、主に繰越しと

なったことによるものでございます。 

 事業の繰越しにつきましては、後ほど附属

資料により説明いたします。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 23ページをお願いいたします。 

 上から２段目、鳥獣保護費でございます

が、これは、野生鳥獣の適切な保護管理、野

生鳥獣由来の感染症対策、鳥獣捕獲の担い手

対策等を行うものでございます。 

 不用額1,600万円余は、指定管理鳥獣捕獲

等事業などに係ります所要額の減によるもの

でございます。 

 ３段目、自然保護費でございますが、これ

は、希少野生動植物の保護や特定外来生物ス

パルティナ属の防除を行うものでございま

す。 

 不用額の1,100万円余は、主にスパルティ

ナ属防除対策に係る所要額の減によるもので

ございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 上段の観光費でございますが、これは、国

立公園内の施設整備等を行ったものでござい

ます。 

 不用額1,100万円余は、主に入札及び経費

節減に伴う執行残でございます。 

 続きまして、今年度繰越しとなりました事

業について説明をいたします。 

 別冊の附属資料４ページをお願いいたしま

す。 

 明許繰越しでございますが、事業名、自然

公園等施設リニューアル事業につきまして

は、施設改修に係る内容検討に日数を要した

ことなどから繰り越したものでございます。 

 なお、上から３段目の箇所につきまして

も、９月末時点で事業は完了しております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 上段の県有公園施設営繕事業につきまして

は、施設改修に係る内容検討に、下段の国立

公園等における国際化・老朽化対策等整備交

付金事業は、労務の不足等により日数を要し

たことから繰り越したものでございます。 

 なお、いずれの箇所も事業完了しておりま

す。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ４段目の国立公園満喫プロジェクト推進事

業、令和５年国経済対策分でございます。 

 工事内容は、菊池渓谷園地内におきまし

て、落石防止対策を行うものでございます

が、令和５年度12月補正で計上した事業であ

り、十分な期間が確保できなかったことから

繰り越したものでございます。地元市町村と

の調整を行い、年度内に事業完了予定でござ

います。 

 ７ページをお願いいたします。 

 自然公園施設等災害復旧事業、単独事業分

でございます。 

 ２段目の矢部郷国民休養地につきまして

は、既設の歩道、鋼製の片桟橋でございます

が、これにつきまして、その撤去方法の検討

に日数を要しており、繰越しを行ったもので

ございます。年度内の事業完了を目指してま

いります。 

 また、３段目の古坊中駐車場のトイレ復旧

につきましても、復旧方法の検討などに日数

を要しましたが、年度内には事業完了予定で

ございます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 国立公園満喫プロジェクト推進事業の大観

峰園地における排水施設整備でございます。 

 地元との合意形成に日数を要したため、事

故繰越となりましたが、年度内事業完了の予
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定でございます。 

 自然保護課、以上でございます。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 説明資料にお戻りいただき、25ページをお

願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損及び

収入未済はともにありません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、上から３段目、産業廃棄物処

理業許可申請手数料が、予算現額に比べ466

万円余の増となっております。 

これは、申請件数が当初の見込みを上回っ

たことによるものでございます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 27ページをお願いいたします。 

 下段の環境整備費につきましては、1,974

万円の不用額が生じておりますが、主に海岸

漂着物対策推進事業における補助事業の実績

減や各事業の経費節減等による執行残でござ

います。 

 循環社会推進課は以上です。 

 

○岸森くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 説明資料の28ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 続いて、歳出について説明いたします。 

 29ページをお願いします。 

 交通安全対策促進費につきましては、高齢

運転者の安全運転支援装置等設置への助成、

飲酒運転根絶や自転車安全利用等に向けた交

通安全の啓発など、交通安全総合対策の推進

に係る経費でございます。 

 不用額7,735万円余は、高齢運転者安全運

転支援装置等設置推進事業の実績が見込みを

下回ったことなどによる執行残でございま

す。 

 次に、諸費につきましては、犯罪の起きに

くい安全安心まちづくりの推進や犯罪被害者

等支援、再犯防止推進に係る経費でございま

す。 

 不用額1,191万円余は、犯罪被害者等見舞

金の実績が見込みを下回ったことなどによる

執行残でございます。 

 30ページをお願いします。 

 青少年育成費につきましては、有害環境の

調査や携帯電話フィルタリングの普及促進、

小中高生を海外へ派遣するグローバルジュニ

アドリーム事業に係る経費でございます。 

 不用額65万円余は、職員旅費等の執行残で

ございます。 

 最後に、農業総務費につきましては、アサ

リ産地偽装対策における立入検査や巡回指

導、食の安全安心確保に係るセミナー等普及

啓発、残留農薬等の食品検査などに係る経費

でございます。 

 不用額599万円余は、食品の検査費用や会

場使用料、旅費等の執行残でございます。 

 くらしの安全推進課は以上です。 

 

○三角消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 31ページをお願いいたします。 

 全ての歳入につきまして、不納欠損及び収

入未済はございません。 

 上から３段目、地方消費者行政強化交付金

が、予算現額に対して711万円余の減、同じ

く上から４段目、新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金が、予算現額に対し

て524万円余の減となっております。いずれ

も、当初の所要見込額を実績額が下回ったも

のでございます。 

 続きまして、32ページをお願いいたしま

す。 

 歳出について説明いたします。 

 消費者行政推進費は、県消費生活センター
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における消費生活相談や啓発事業、市町村の

行う消費者行政への補助金、多重債務者への

生活再生支援事業、食品ロス削減対策推進事

業などを主な事業としております。 

 1,514万円余の不用額が生じております

が、その主な理由は、市町村補助金の実績額

が予算額を下回ったこと及び経費節減等に伴

う執行残でございます。 

 消費生活課は以上でございます。 

 

○板橋男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 説明資料の33ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、最下段の新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金が1,737万円

余の減となっております。 

 これは、指定管理を行っているくまもと県

民交流館パレアにおける感染防止対応とし

て、会議室における抗菌使用の机、椅子の更

新、オンライン会議の映像、音響設備等を更

新し環境整備を行いましたが、当初の所要見

込額に対して実績額が下回ったことによるも

のでございます。 

 続きまして、34ページをお願いいたしま

す。 

 歳出について御説明いたします。 

 最下段の社会福祉総務費でございますが、

これは、主にくまもと県民交流館の管理運営

経費及び女性活躍促進事業を含めた男女共同

参画推進のための事業経費でございます。 

 なお、不用額1,377万円余の主なものにつ

きましては、歳入でも御説明いたしましたく

まもと県民交流館パレアにおける設備更新に

関する費用でございます。 

 設備更新に係る所要見込額は、２月補正予

算で減額計上しておりましたが、実際の落札

額が見込みを下回ったことにより不用額が生

じたものでございます。 

 そのほかは、事業の執行残及び入札残でご

ざいます。 

 男女参画・協働推進課は以上です。 

 

○早田人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 説明資料35ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 36ページをお願いします。 

 上段の諸費について、不用額469万円余の

主なものは、人権に関する広報啓発事業及び

研修、人材育成事業等の経費削減に伴う執行

残でございます。 

 次に、２段目の社会福祉総務費について、

不用額57万円余の主なものは、地方改善事業

に係る市町村への補助金の交付申請額及び実

績額が当初予算額を下回ったこと及び経費削

減による執行残でございます。 

 人権同和政策課は以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いします。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○松田三郎委員 おはようございます。 

 説明資料の31ページと冒頭の部長からの御

説明がありました、――個人的には、消費者

庁というのは、これはあんまり言えません

が、どちらかというと、あまり予算を持って

ない省庁で、比較的何か硬い考えの省庁かな

という個人的な印象がありましたので、なか

なか、要望しても難しいかなという諦めに似

たような感じも持っておりました。 
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 ただ、冒頭、小原部長から御説明いただき

まして、非常に大きな進展だと思っておりま

して、説明にもありますように、その一端

を、この決算特別委員会なり、あるいは意見

書を提出した議会なり、たしか当時の議長、

副議長で消費者庁に実際に意見書を持ってい

かれたというような記事にも触れましたが、

そういう役割も果たせたのかなと思っており

ますし、何よりも、環境生活部長をはじめ消

費生活課の方々が継続的に頑張っていただい

た、それに国が応じていただいたというよう

な、大変前に進んでいるなというような実感

を持っているところでありまして、皆さんの

頑張りを高く評価したいと思っております。 

 その前提としまして、これは冒頭の概要説

明の１ページの最後のほうですね。 

 令和６年上期の被害回復額というのは、こ

れは、実際予算が少なくなって、例えば、市

町村の相談件数もどうしても制限せざるを得

ないとか、人件費が少なくなって、人を配置

すべきところ、あまりできてなかったと。そ

れによって実際消費者が被害を受けられて、

その額とか――これは課長に、これはどうい

う意味ですかね。すみません、被害回復額２

億円て。 

 

○三角消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 御質問ありがとうございます。 

 被害回復額といいますのは、まず、この定

義というのは、国がつくっております消費生

活相談情報を集めているシステムにおいて、

国民生活センターが定義をしているシステム

のものなんですけれども、実際に被害に遭わ

れた方が、その消費者被害によって支払って

しまった額及び消費生活相談をしていただい

たことにより支払う前に未然に防止ができた

額、その２つを合わせて被害回復額というこ

とで定義をされているものでございます。 

 

○松田三郎委員 じゃあ、詳しい数字は必要

ございませんが、予算がだんだんだんだんこ

こ数年厳しくなってきた影響によって、さっ

き私申し上げましたが、各市町村の、本当は

10人ぐらい相談員必要だけど、なかなかそう

用意できなかったとか、だから、どうしても

相談件数を制約せざるを得なかったというよ

うなことも要因となって、この上期ではあり

ますが、この回復額というのは、時と状況に

もよるでしょうけれども、だんだん被害額も

大きくなっているという傾向にあるんです

か。 

 

○三角消費生活課長 御質問ありがとうござ

います。 

 実は、県内市町村の被害回復額につきまし

て、昨年度の決算特別委員会での御指摘、御

指導をいただきまして、先ほど部長も申しま

したとおり、指標の一つである被害回復額

を、先ほど申し上げましたシステムが入って

いない県内の全市町村、入っていないところ

も含めて御協力をお願いして被害回復額を出

していただいたところなんです。 

 それで、昨年10月に御指導いただきまし

て、今２億円ということでお伝えいたしまし

たのは、今年の１月から６月までの被害回復

額を８月に提出いただいたところの決算額な

んですけれども、今国がつくっているシステ

ムが入っていないところの主に町村における

被害回復額も、今回、実は初めて県内全部の

被害回復額を調べるということになりました

ので、大変申し訳ございませんが、そこのと

ころが多いのか少ないのかというところは、

今時点ではちょっとお答えするのが難しいと

ころではございます。 

 ただ、比較といたしまして、今まで、県の

消費生活センターにおける救済額というの

は、毎年度、相談の概要ということで公表し

ておりまして、その年度なんですけれども、

年度の被害回復額、救済額は、大体１億、少
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ないときで１億2,000～3,000万ぐらいなんで

すが、そのくらいから２億円ぐらいまでの間

のところでございます。それが、今回、半年

間で非常にやっぱり市町村における被害回復

額が大きいということが、昨年度の御指摘を

いただいて調査して分かったというような状

況でございます。 

 

○松田三郎委員 ありがとうございました。 

 いずれにしても、市町村にとっては、直接

身近な市町村にお住まいの方の深刻な御相談

で、非常に大切な、重要なこの地方消費者行

政推進事業だと思いますので、今国との関係

でいい方向に進み出したとはいえ、これは油

断するとまた元に戻ってしまう可能性もゼロ

ではないでしょうから、継続的に皆さんにも

要望していただきたいと思うし、場合によっ

ては、また我々が協力できることもあろうか

と思いますので、議会のほうと一緒になって

やっていければなと思っております。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 今、松田先生の質問に関連

してなんですが、被害回復額、これは２億円

ということでありました。これは、令和６年

上期、今年１月から６月、令和６年上期の被

害回復額は２億円に上ることからとあるんで

すけれども、この２億円の内訳なんですけれ

ども、先ほど三角課長からあったように、い

わゆる県の分が幾ら、あとは市町村の分が幾

らかというのがもし分かれば教えてくださ

い。 

 特に、熊本市は政令市なので、あと人口も

大きいので、ここだけちょっと特別なのかな

とも思うので、その内訳が分かればちょっと

教えていただけますでしょうか。 

 

○三角消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 御質問ありがとうございます。 

 今回お伝えさせていただきました８月調査

時点の２億円、大体総額で言いますと２億円

強になりますけれども、これは年度ではちょ

っと来ておりませんで、10月に御指導いただ

いてから１月からの分を調べさせていただい

たところで、１月から６月までの半年間でご

ざいます。そちらは、県の消費生活センター

が約5,000万円弱、市町村が、総額合わせま

すと、１億5,000万円を超えた額の被害回復

をしていただいております。 

 この被害回復救済額といいますのは、やっ

ぱり救済というのは、相談員がすごく丁寧に

あっせんをすることによって、事業者と何回

も何回も交渉することによって救済をする、

回復をするというところがございますので、

まだ年度途中で確定額ではないんです。 

 実は、先週、私どもの職員が、とある町の

広域連携の会議にお邪魔したときに、７月に

入って1,000万円を超える被害回復になりま

したというようなお話がありまして、そうな

りますと、その６月までの御相談の被害回復

がまた増えるというようなことになりますの

で、まだ確定はしてないんですけれども、私

どもの印象からいたしますと、先ほど松田委

員からもお話ありましたように、住民に身近

な規模の比較的小さい市のセンターとか町村

の窓口において、大変被害回復を大きくして

いただいているように思うところでございま

す。 

 明確な額というのは、まだこれから変わっ

ていくところでございますので、現時点、そ

れぞれの自治体さんが公表されている額では

ないですけれども、印象としましては、本当

に規模の小さいところこそよく頑張っていた

だいている。だからこそ、住民に身近な市町

村における相談員の存在というのは必要だと

思っているところでございます。 

 

○池田和貴委員 はい、分かりました。 

 やはり身近な市町村で相談体制をつくって
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いくことが、この住民の皆さん方の被害を防

いでいくんだろうなというのが、5,000万と

１億5,000万ですかね、大体県が25％、残り

市町村が一応75％ですから、やはりこれは必

要なんだなということが改めてちょっと分か

ったような気がいたします。 

 これは、去年の指摘事項にもあるように、

市町村補助金が減っているので、市町村の適

切な相談体制を築くのが難しいということの

指摘を委員会のほうからしていただいてます

ので、やはりしっかりと市町村の相談体制が

できるような財源確保というのが、やはり喫

緊の課題かなというふうに思いました。 

 御説明の中で、ちょっと私が感じたのは、

もともと国のシステムが入っているところ、

これを集計した額を被害回復額ということで

認識してたんですが、今回、県は、そのシス

テムが入ってない市町村の分も県独自で積み

上げた結果が、この２億円という数字だった

っていうことだと思うんですよね。 

 とすると、国から見ると、今回、県は、独

自にこのシステムを入れてないので、積み上

げたからこの金額が分かったんですが、国の

ほうは、システムだけ見てると、いわゆる市

町村の皆さんで回復したのというのは捉えて

ない可能性があるんじゃないかなというふう

に私はちょっと感じたんですが、ということ

は、そのシステムを市町村にも全て入れる

か、または、その市町村が被害回復した額

を、熊本県だけではなくて、全ての都道府県

がやっていただくと、全体的なことがもっと

分かるんじゃないかなというふうに、私はち

ょっと先ほどの説明を聞いて感じたところで

す。 

 まず、この私の認識で間違いないかどう

か、それをちょっと確認させてもらっていい

ですか。 

 

○三角消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 御質問ありがとうございます。 

 まず、国のシステムについてでございます

が、現在、実はこのシステム、国のほうで令

和８年の途中から新しいシステムにするとい

うことで検討されておりまして、ここ数年ず

っと国と自治体との間で協議が進められてい

るところでございます。 

 現在システムが入ってないところにも広げ

てほしい旨は、先日の会議でもちょっと当県

のほうから要望したところでございますが、

予算的な課題等により、現時点、広げるとい

うところのお話はいただいていないところで

ございます。 

 池田委員からまさしくお話しいただきまし

たとおり、システムが入ってないところの被

害回復額を取るということにつきましては、

実は、この成果につきましては、今月に入り

まして、一度消費者庁の担当課長さんとお話

をしたときに、この旨を伝えさせていただい

ておりまして、非常に興味を持っていただい

ているところでございます。 

 消費者庁さんとしましても、こういうこと

を、当県のほうにそのやり方とかをちょっと

聞きたい旨のお話もいただいたところでござ

いますので、ここはぜひ連携を取って、私ど

もといたしましては、本当に、国のほう、そ

れから県内の市町村さん、そしてまた、日頃

から御支援いただいてます様々な団体さんと

連携を取りまして、ぜひこの活動を進めてい

きたいと考えているところでございます。 

 

○池田和貴委員 ありがとうございました。 

 ちょっと何度もなってすみません。 

 毎年請願を出している紹介議員の一人なの

で、やっぱりちょっとここは気になるところ

ではあるんですけれども、まず、今お話を聞

いて、令和８年度に向けて、消費者庁もいろ

いろ考えてくださっているということは分か

りました。 

 ただ、やはりこれは、全体のこの回復額と
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いうのが、今の現状がどうなっているかとい

うことをまず正確に把握することから、やっ

ぱりそこがあって初めて次の対策というふう

になると思うので、そういった意味では、各

市町村の部分も分かるような仕組みは、国の

ほうにはやっぱり強く求めてやっていく必要

があるんじゃないかと思うんですよね。 

 それが、システムなのか、やり方なのか。

人が少なくなってくるので、当然、デジタル

化を考えると、相談業務は人しかできません

けれども、そういう集計業務とかというの

は、デジタルでやったほうが、当然人手もか

からないしですね。とすると、おのずとやる

ことは決まってくるのかなというふうに、私

は、ちょっと感じているところなんですけれ

ども、しっかりこれは各市町村の意見をまと

めて国に対して言うのは、県としての役割だ

と思うんですよね、重要な役割。 

 だから、しっかり強くこれは訴えていただ

きたいと思いますし、これは、熊本県だけに

とどまらず、やっぱり全国の都道府県に対し

ても熊本県からしっかりと伝えて、共同歩調

を取っていただくようにしていただきたいな

というふうに思っております。ぜひ頑張って

いただきたいと思います。 

 先ほど説明があったように、消費者庁も心

を少し動かしてくれて、変化の兆しが出てい

るということは、すばらしいことだと思いま

す。それは、皆さん方の本当に努力のたまも

のだと思いますが、ぜひこれを進めていただ

きたいと要望しておきたいと思います。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○楠本千秋委員 御説明ありがとうございま

した。 

 24ページの自然保護課の項目で、下段の観

光施設災害復旧の繰越し、別冊資料でいきま

すと７ページですけれども、県単独事業でな

のか。阿蘇くじゅうの駐車場のトイレとか、

その前の説明資料５ページの県有公園施設３

か所、これを全部補助事業のない県費でされ

る分で、これだけ見ると、補助金がついたや

つをやろうよというふうに見ていいのかと考

えるんですけれども、特に駐車場等のトイレ

なんかは、これは絶対やらないかぬなと思う

わけですけれども、ちょっとこの辺の説明を

お願いします。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 まず、御質問のありました繰越事業の７ペ

ージでございますが、この事業につきまして

は、全てにおきまして県の事業でございまし

て、県が実施主体となって実施を行っていく

ものでございまして、ここに繰越しで上げて

おります事業に関しましては、ほとんどが県

事業の分が多いのかなというふうに思いま

す。 

 例えば、５ページに載せておりますが、同

じく繰越しの４段目、市房山麓野営場、これ

につきましては、水上村が実施主体となって

おられる事業でございますが、それ以外につ

きましては、県事業が多いのかなというふう

に思っております。 

 あと、駐車場のお話がございましたが、県

内に県が持っております県有施設が140施設

ぐらいございます。トイレであるとか駐車場

であるとかというところでございまして、ど

うしても老朽化が進んでいるところもあるも

んですから、老朽化したところを優先的に実

施しておるところでございまして、駐車場の

整備につきましては、舗装のやり直しであり

ますとか、白線の引き直しというようなこと

を実際やっているところでございます。 

 あわせまして、トイレにつきましても、ど

うしても壊れて使えないというような箇所も

ございますもんですから、優先的に、そうい

う利用効果が上がるところにつきましては、
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極力早く使えるような状態になるように工事

を進めているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○楠本千秋委員 古い使えないほうが優先的

って分かりますけれども、これは予算がつい

てて繰り越すという、その辺の意味が分から

ないんですけれども。 

 

○蓑田自然保護課長 ７ページの３段目のお

話かと思いますが、これにつきましては、公

衆トイレの電気系統が原因で使えない状況に

なっとったもんですから、なかなかその原因

がつかめなかったということがございまし

て、もう既にこれにつきましても復旧方法が

決まりまして、今年度中には完了するという

ようなことでございます。そのため、ちょっ

と時間がかかって繰越しをしたということで

ございます。 

 

○楠本千秋委員 分かりました。 

 ぜひ、公園等のトイレ、しっかり対処して

もらいたいと思います。よろしくお願いしま

す。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○本田雄三委員 御説明ありがとうございま

した。 

 ページでいうと、13ページと17ページの衛

生費国庫補助金があるんですけれども、13ペ

ージは、二酸化炭素の排出抑制の補助事業、

これが次年度繰越しになった主な理由。17ペ

ージの水道関係の補助についても、やはり繰

越しになっとるんですけれども、どのような

経過かを少し教えていただければと思いま

す。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 13ページの下から２段目の二酸化炭素の排

出抑制対策、この事業につきましては、内容

としましては、ＰＰＡといいまして、県有の

施設に民間の事業者がソーラーパネルを設置

しまして、事業費、設置費は民間事業者のほ

うが負担をいたしまして、そこで発電した電

気代、これを県のほうが買い取るという形

で、県の設置費としては０円で行うという事

業でございます。 

 これにつきまして、この事業者のほうの調

整あたりに時間を要した。これを設置するに

当たりまして、いろんな既存の県有施設の電

気系統との連携がうまくいくかですとか、あ

と、施設によっては、県の出先機関について

だったんですけれども、ちょっと文化財の調

査を入れる必要があったりですとか、そうい

ったもろもろの調整事業が出てまいりまし

て、その結果、工事が年度内には終わらずに

繰り越したという経緯でございます。 

 

○本田雄三委員 ということは、県の施設に

対しての売電をするような状況の設置につい

て、当初の予定よりか遅れたというような経

緯なんでしょうか。 

 

○原田環境立県推進課長 御指摘のような事

情でございます。 

 

○本田雄三委員 やはり国からの補助が出と

るわけですから、あらかじめ、そういう部分

というのは、業者の方が見積りをする、調査

をするということであれば、想定できるとこ

ろではなかろうかと思いますので、極力年度

内の執行というのが大事ではなかろうかとい

うふうに思いますので、発注して遅れる理由

がそういう後づけにならないように、よろし

くお願いをしたいと思います。 

 

○原田環境立県推進課長 この事業、今年度
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もまた追加で３か所進んでいるところでござ

いまして、これについては、必ず年度内に納

めるようにしっかり進めたいと思います。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 委員のお話のありました17ページの３段目

になりますけれども、水道関係費補助の点で

ございます。 

 この事業につきましては、国の生活基盤施

設耐震化等交付金制度における市町村等が実

施する水道施設の耐震化事業等に対する県の

補助金に対する国からの交付金になります。 

 これは、全額国からの補助になりますけれ

ども、予算現額と収入済額に差が発生した理

由でございますが、これにつきましては、補

助対象事業者、これは５市町ございますけれ

ども、土地区画整理事業との調整や納期遅

延、現在価格が高騰しており、資材が不足し

ているところございますので、そういう遅延

などにより、工事施工に不測の日数を要した

ことから繰り越したものでございます。 

 以上でございます。 

 

○本田雄三委員 理由は大まか分かりまし

た。 

 やはり水道施設ですので、特に耐震化とい

う部分でございますから、地域の方々、かな

りやっぱり待望の部分ではなかろうかと思い

ますので、速やかな完了を要望します。あり

がとうございました。 

 

○池田和貴委員 ちょっと本田先生の質問に

関連してなんですけれども、環境立県推進課

かな。 

 さっきのいわゆる太陽光発電の買取りのシ

ステムなんですけれども、これは県とする

と、再生可能エネルギーを導入するのに、最

初に、いわゆる予算を投入することなく設備

できることなので、これはいいやり方だなと

思うんですけれども、ただ、その次の年から

の発電した電気料金を買い取る、この電気料

金を幾らにするかということが大きなポイン

トなのかなと思うんですよね。 

 いわゆるＦＩＴでも、ＦＩＴ価格が高いと

きは、みんな事業者として導入を急いで、Ｆ

ＩＴ価格が下がってきて採算に合わないと、

事業者というのはそこを導入しないというの

があって、いわゆるこのＦＩＴとはちょっと

違うんですけれども、構造としてはそういう

のと似てるかなと思ってるんですけれども、

電気の買取り価格は、例えば、一般に、今は

自由価格なのであれなんですけれども、九電

から来る１キロワット当たりの価格と、それ

と今回、県が再生可能エネルギーで事業者か

ら買い取る価格というのは、どれくらい差が

あるのかなと思って、そこをちょっと教えて

もらえますか。 

 

○原田環境立県推進課長 こちらの初期投資

ゼロモデルでの買取り価格と通常の価格の比

較ということでございますけれども、すみま

せん、ちょっと今細かい数字は手元にはござ

いませんけれども、やはり通常の九州電力さ

んあたりからの購入よりも少し高めの金額に

はなっておるというふうには聞いておりま

す。 

 このコストについては、ゼロカーボンに向

けた県の率先行動の一つとして必要なコスト

として、その分のコストについては負担をし

ていくというような考えで進めておるところ

でございます。 

 

○池田和貴委員 はい、分かりました。 

 その価格のところは、後でちょっと教えて

いただければと思うんですが、これは、Ｊ－

クレジットとかには対応してＪ－クレジット

で販売するとか、そういうことまで広げるこ

とは可能なんですか。 
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○原田環境立県推進課長 こちらの事業につ

きましては、県が買い取るということでし

て、県としての貢献にはカウントできますけ

れども、そこで県の取組としてその削減効果

を使うもんですから、これをまたどこか外に

販売するということにはなっていないところ

でございます。 

 

○池田和貴委員 はい、分かりました。 

 何て言えばいいのかな。納得してるのか、

ちょっとうんって思ったのと２つあって、１

つは、県のほうでも、例えば、県有林の間伐

をしたやつをＪ－クレジットとして販売しよ

うとか、Ｊ－クレジットの活用もいろんなと

ころでも考えられているので、これも対応に

なるんじゃないかなとちょっと私は思ったん

ですけれども、県がこれをやることによっ

て、いわゆるその再生可能エネルギーを施設

に使うことによって、その分ＣＯ₂の削減が

できるわけですから、そこは最初から県有施

設のことだからやらないとかじゃなくて、も

う少しそういうのも考えたほうがいいんじゃ

ないかなと、ちょっと私は思ったということ

です。ぜひもう一回検討してください。 

 すみません、続けてもう１問。 

 さっき元気のよかったくらしの安全推進課

の岸森さんにちょっとお尋ねしたいんですけ

れども、29ページ、交通安全対策促進費で、

これは予算現額と支出済額の比較が約７割減

ってるんですよね。３割しか使えなかった。

やっぱり７割減額というのは、ちょっと今ま

であんまりなかったことかなと思って、どこ

がこれだけ――不足額を生じた理由は、ここ

に書いてあるんですけれども、この７割減っ

たっていうのがどうなんだろうなと思って、

ちょっとここをもう少し詳しく教えてもらえ

ますか。 

 

○岸森くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 不用額を生じた理由としましては、高齢運

転者の安全運転支援装置等設置推進事業の実

績が見込みを下回ったということで、この執

行残のほうが7,639万余ということになって

おります。ほぼほぼこの高齢運転者安全運転

支援の事業の執行残ということになっており

ます。 

 なぜ、この安全運転支援装置の設置推進事

業がここまで実績が見込みを下回ったのかに

つきましては、いろいろ複数の理由が考えら

れるんですけれども、まずは、新車自体にそ

の同様のシステム装置が既に設置されている

ものが多いということ。それと、ペダル踏み

間違い装置とドラレコですね。この２つを補

助したんですけれども、特に、このペダル踏

み間違い防止装置につきましては、購入の価

格が４万円から５万円ほどするということ

で、非常に高いということで、補助金がこれ

に対しましては２万円ということだったんで

すけれども、２万円を出されても、高齢者の

方が自己資金を出す、多くの自己資金を必要

とされたということもあると思います。 

 また、もう一つが、高齢ドライバーの方

が、自分はもしくは自分だけは大丈夫という

ような思い込みをされている方が多かったと

いうような、アンケートといいますか、チラ

シを配ったりした際に、そういうお声も多数

いただいたというようなこともありました。 

 また、当時は、ちょうどコロナの５類移行

の前後ということで、特に高齢ドライバーの

方につきましては、車も含めて外出を控えら

れた時期に重なったのではないかというふう

に、複数の要因がありまして、本事業実績の

見込みを結果として下回りまして、多くの不

用額を出してしまったというふうに考えてお

ります。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 御丁寧な説明ありがとうご

ざいました。 
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 これは、かなりの予算を確保されたのは、

これは議会でも質問もありましたし、当時、

いわゆるブレーキの踏み間違いで家族のとこ

ろに自動車が突っ込んで、幼い子供さんたち

もお亡くなりになったとかという悲惨な事故

が幾つか報道であったことによって、社会的

にも問題になったということだったというふ

うに記憶をしてるんですけれども、そういう

意味では、やはり今の新しいのには安全性能

があって、もうついているという御説明でし

たので、新しいのは別にして、そうじゃない

のには、やっぱりこれをつけていくというの

は、私、必要なことだというふうに思うんで

すよね。これからもやっぱり進めていく必要

があるんだと思うんです。 

 今の説明から聞くと、いわゆるその補助率

がもう少し高ければ、もう少しつける人が増

えたのか。または、周知が、やはりどうして

も高齢の方も含めてしていくのに、もう少し

費用かけたほうがいいのか、どうなんだろう

なというふうに思ってるんです。 

 ただ、私自身は、やっぱりこれは不用にな

ったことは残念で、もっと多くの車についた

ほうが、いわゆる失われなくてもいい命を助

けられる可能性もあると思いますし、また、

その事故を起こす御本人にとっても、それを

つけてたおかげで、自分はその頼りにならな

かったということで、重要な事業だと思うの

で、不用額がかなり増えましたけれども、こ

れに懲りずに頑張って普及をしていただきた

いというふうに思います。 

 

○岸森くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 本事業の周知啓発につきましては、かなり

当時力を入れてやりまして、新聞広告やフリ

ーペーパーの広告、また、ポスターやチラシ

の配布、ラジオ広報、ホームページ掲載のほ

かに、市町村の広報誌の活用でありますと

か、装置を設置、販売する業者の店舗、ま

た、県警の運転免許センターやイベント会場

などにおきまして、直接高齢ドライバーの方

にチラシを配布しまして、購入また理解を求

めるような呼びかけをするキャンペーンを頻

繁に行うとともに、県の老人クラブ連合会と

連携しまして、高齢者向けの交通安全教育の

場に、うちの課員が直接出向いていって、事

業の内容でありますとか、踏み間違い事故の

危険性を説明するなど、考え得る限りの全て

の周知啓発を行ったというところでございま

す。 

 こういうことで、当課としましては、可能

な限り周知啓発も尽くした上でのこの結果と

いうことで、複数の要因があったにしても、

必要とされる高齢ドライバーの方には十分に

この装置は行き渡ったのではないかというふ

うに考えております。 

 ただし、踏み間違い事故につきましては、

県内だけではなく、全国におきましても、頻

発といいますか、散見されることであります

し、今後も発生するのではないかと危惧され

るところでございますので、今後は、この事

業につきまして、すぐすぐ補助をするかとい

うことには、ちょっと現時点ではなってはい

ないんですけれども、高齢ドライバーが身体

機能の低下をしっかり自覚をした上で、結論

としましては、県警をはじめとする関係機関

や団体と連携をしまして、高齢ドライバーの

方が、身体機能の低下をしっかり自覚した上

で、安全運転に取り組まれるような広報啓発

を引き続き行っていきたいというふうに考え

ております。 

 多くの高齢ドライバーの方、先ほどの理由

の中にも１点ありましたけれども、御自身の

気持ちの中では、まだまだ自分は大丈夫と思

って運転されておられるんですけれども、年

を重ねられたことによりまして、加齢により

ます身体機能の低下というんですけれども、

これによって、車の運転に必要な認知、判

断、操作ですね。その能力の全てにおいて若
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い頃よりも低下しているというのは事実とい

うことになります。その一方で、御自身の身

体機能の低下をしっかりと自覚して、若年層

よりも安全で慎重な運転をされている高齢者

の方はいらっしゃるというのも、これも事実

でございます。 

 つまり、高齢ドライバーイコール危険なド

ライバーということではもう全くなくて、個

人差が非常に大きいというふうに考えており

ますので、高齢ドライバー本人に対するアプ

ローチはもちろん、大丈夫と思っている高齢

ドライバーの方に対して、その周囲の協力を

得られるように、御家族をはじめとする周り

の方々の認識や交通安全に対する意識を高め

て、一緒になって取り組んでいけるような広

報啓発を継続して行ってまいりたいというふ

うに考えております。 

 その周囲の高まりの中で、自主返納をされ

る高齢ドライバーの方もおられると思います

けれども、運転を継続すると決められた高齢

ドライバーの方には、身体機能の低下を自覚

しながら安全運転に取り組まれるよう、そう

いう広報啓発を進めていきたいと、サポート

を行ってまいりたいというふうに考えており

ます。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 丁寧な御説明ありがとうご

ざいました。 

 周知も本当にやられたということを、今の

説明聞いてよく分かりました。 

 危険な――その年齢、加齢によって、やは

り運転が心配な方が免許返納ということも、

これをきっかけにということもあったかとい

うふうに思いますが、ただ、私みたいに過疎

地に住む者からすると、やっぱりどうしても

車がないと困るという人たちもたくさんいら

っしゃるので、なかなか、そことのバランス

からすると、必ずしも公共交通が潤沢に選択

できる地域に住んでいる方とは、またちょっ

と違うんじゃないかなというふうに思ってま

す。 

 それで、やはり今の周知啓発では、いわゆ

るドライバーの方に補助がありますし、安全

のために変えませんかということをずっとや

ってこられたということ、これは正しいやり

方だと思うんですが、１つ、これが補助制度

になるかどうかはちょっと別にして、今の車

は、10年前に比べて大分高くなってるんです

よね、最初の購入価格が。というのは、それ

はもう安全関係の装置とか、そういったもの

が全て標準装備されてくることによって価格

が上がっています。それも消費者は必要だか

ら、その金額で買ってます。 

 であれば、例えば中古を販売する事業者と

かそういったところに、いわゆるもう既につ

けてもらったやつを販売するとか、だから、

いわゆる事業者が中古車を販売するときに、

これは衝突安全性能の機能を付加している中

古車ですよということで販売をするとか、例

えばそういう事業者を募ったりとか、そうす

ると、こういう安全性能の付加されたやつ

を、金額も少々高くなるけど買おうかどうし

ようかというふうにして消費者が選ぶことも

あるのかなって、ちょっと私は思ったんです

よね。 

 だから、それがこの制度の設計としてでき

るかどうかは別にして、そういうのも一つの

やり方じゃないかなというふうに思いました

ので、ちょっと考えていただければなという

ふうに思います。 

 以上です。 

 

○岸森くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 御提案ありがとうございます。 

 先ほど御指摘がありました中古車の関係で

すけれども、この事業を進めるに当たりまし

ては、ディーラーなどの新車の事業者ばかり

ではなくて、中古車の事業者にもお声かけを
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しまして、中古車にもつけられている方は実

際おられるというふうに認識しております。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 はい、分かりました。 

 

○末松直洋委員 関連でよろしいでしょう

か。 

 今の質問の中で、マニュアル車とオートマ

車というのがあると思うんですけれども、な

かなか、私、技術的なことがよく分からぬで

すけれども、ペダルの踏み間違いはどちらで

もあるのかどうか、そこをちょっと教えてい

ただきたい。 

 

○岸森くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 ちょっと手元に詳細なデータは持ち合わせ

ておりませんけれども、マニュアル車は構造

上踏み間違いは起こらないのではないかとい

うふうには言われてはおりますので、高齢ド

ライバーの方の中には、あえてマニュアル車

を選ばれるという方もおられるというふうに

は聞いております。 

 

○末松直洋委員 はい、分かりました。あり

がとうございます。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 

○松田三郎委員 水俣病審査課の佐藤課長、

場合によっては小原部長ですね。 

 資料でいいますと、説明資料12ページの公

害保健費。数字についてどうのこうのという

質問ではございません。どちらかというと、

執行体制等々ですね。 

 備考欄に認定審査会の事業が書いてありま

す。今年に入って、いわゆるこのマイクオフ

事件とか、その現場での知事の発言、私は、

個人的にかなり擁護したい部分はございます

が、ここでの論評は避けたいと思います。 

 それをきっかけとして、かなりの量の報道

がされたと。全て把握しているわけではござ

いませんが、中には、その報道に触れて、多

くの県民の方も、若干誤解とまでは言いませ

んが、違った印象をお持ちじゃないのかなと

いう点がちょっと心配ですので、あえて質問

したいと思います。 

 といいますのが、ちょっと県にとっては、

非常に同情すべきというか、かわいそうな制

度だなって、システムとしてですね。 

 かつて議会、とりわけ自民党の中で、例の

最高裁判決が出た直後に、この認定業務を国

に返上したらどうかいろいろ調べましたら、

法定受託事務を返上とか返還するというのは

法が想定していないということで、結局は駄

目だったんですが、言わんとするところは、

基準にしても、こういう基準がありますと、

公健法なり国の指示があって、だから、県と

しては、なかなか限られた条件、限られた範

囲の中で認定審査会の運営をしなければなら

ないという意味では、国、県、チッソの法律

的な責任というのは、もちろん明確化された

わけでございますが、何か必要以上に、県は

非常に認定に関しては冷たいと、ほとんど門

前払いとか、ごくごく少数でないと認定され

ない、長く待たされるというように、必要以

上に批判を受けているところがあるにもかか

わらず、なかなかセンシティブな問題ですの

で、部長はじめ担当課の方々も、言葉を選び

ながら、言いたいことも我慢してというとこ

ろもあるのではないかと推測をいたしており

ます。 

 それで、まず、数字的な話を課長にお伺い

したい。今手元になかったら後で結構です

が、この認定審査会というか、この制度が始

まって直近まで、累計の申請者の数、その中

で水俣病と認定された人の数と、最大でどれ

ぐらいいわゆる待たされている人がいるのか
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というのが分かれば教えてください。 

 

○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 まず、数字的なところでございますけれど

も、公健法が始まって以来の延べの申請件数

等々については、すみません、ちょっと今手

元ございませんけれども、２万件を超えるよ

うな数字だったかと思います。ただ、その中

で、熊本県分で1,791件を認定しているとこ

ろでございます。 

 また、現時点で決定を待たれている方、い

わゆる申請されてますけれども、未決定の方

の数といたしましては、令和５年度末で344

人、この９月末現在で304人という状況でご

ざいます。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 これは延べということでし

たけれども、途中でいわゆる政治解決等々が

あって、申請しよったけどそっちに行ってと

いう方もいらっしゃるんですかね。 

 

○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 はい。委員御発言のとおり、そういうふう

に一旦申請されて取り下げられた方もおられ

ますし、例えば、１回棄却になられた方が２

回目、３回目申請される方等もございますの

で、すみません、実人数というよりも延べ回

数とか件数ということで申し上げさせていた

だきました。 

 

○松田三郎委員 さっきおっしゃった施策の

成果ですか、令和５年度の申請者数、３月末

で、さっきおっしゃった344ということを書

いてあります。じゃあ直近でいくと304。 

 

○佐藤水俣病審査課長 ９月末で304人とな

っております。 

 

○松田三郎委員 それで、これは今の時点で

304人の方が待ってらっしゃる、申請したけ

れども、待ってらっしゃるということでした

けれども、この中で、一番長く待ってらっし

ゃる方の年数というのは分かりますか。 

 

○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 304人の中で一番長い方というようなとこ

ろは、直接は個人情報等にもちょっとつなが

ってくるところもありますので、詳細につい

てはお控えさせていただきますけれども、一

般的に、例えば10年以上お待ちになられてい

るというか、認定申請からかかっておられる

方もおられます。 

 ただし、そういった方々についても、当

然、県のほうからは、何度も検診のほうを受

けられませんかというふうな御案内をさせて

いただいておりますけれども、例えば、申請

者の方、特に高齢化等によりまして体調がち

ょっと思わしくない方でありますとか、どう

しても検診のタイミングが合わないというよ

うな等々、申請者個々の事情によりまして、

申請、検診がなかなか進まないといった事情

等も持たれておられます。 

 県といたしましては、そのような申請者お

一人一人の事情等もしっかりお聞きしなが

ら、丁寧かつ着実に、検診、審査のほうを進

めていっているところでございます。 

 

○松田三郎委員 はい、分かりました。 

 申請する方のほとんどは、恐らくという

か、多分できるだけ早く、しかも認定してほ

しいという思いが強いんだと思っておりま

す。審査する側は、さっき言いました一定の

基準があって、厳正にというと言葉が悪いか

もしれぬ。適切に審査なさっているんだろう

と思っております。 

 今課長おっしゃったように、なかなか我々
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も、事情、これ以上個人情報につながること

を聞こうとは思いませんが、ただ、年数だ

け、10年以上待たされている――県は、けし

からぬというわけではなくて、常に定期的に

フォローをして、申請者の責任とは言いませ

んけれども、今おっしゃった申請者側の事情

によって、どうしても時間がかかっていると

いうケースも多いということですよね。 

 

○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 はい、委員御発言のとおりでございます。 

 

○松田三郎委員 最後ですが、今の議論を通

じて、部長も――例えば、私は、お金をもっ

とつぎ込んで、予算をもっと投入するとか、

あるいは人をもっと増やせば、できるだけ待

ってらっしゃる方の時間を短縮できるのかな

って単純に思っておりましたけれども、なか

なか、そういう資源を投入しても、事情が解

決しなければ進まないという事情もあるんだ

ろうと思っておりますが、ひっくるめて、そ

の制度についての今後の――今までのもそう

ですけれども、今後の在り方なり、ふだん大

分我慢してらっしゃるんでしょうが、今日、

インターネット中継もありますから、言える

範囲で結構でございますが、何かこう……

(「インターネット中継はないです」と呼ぶ

者あり)ないそうです。(発言する者あり) 

 

○小原環境生活部長 ありがとうございま

す。 

 水俣病関係、いろいろ御質問いただきまし

たけれども、認定検診、認定審査業務につき

ましては、不用額ということでは出ているん

ですが、体制的には、職員数、予算ともに潤

沢とは言いませんけれども、一応県として実

施主体というところでの体制自体はある程度

取れているかと思っています。 

 先ほど課長も申し上げましたとおり、一人

一人の方がだんだん、やっぱり認定申請者の

方々も高齢化されておりまして、寝たきりの

状態の方とかいらっしゃった場合、検診を受

ける会場、天草の保健所であるとか、あるい

は委託している水俣の市立総合病院とか、そ

ちらのほうに来ていただくようなことができ

ない場合は、いわゆる往診という形で検診の

機器を持ち込んでやったりとかいうこともご

ざいますので、一人一人の対応が難しくなっ

ているという状況がございますので、その分

従前に比べるよりも時間を要するとかという

こともあるのかなと思っております。ただ、

しっかりと一人一人の御事情をお聞きしなが

ら、なるべく早く検診を進め、審査会のほう

に諮問するということで進めさせていただい

ているというところでございます。 

 それと、先ほど委員おっしゃったとおり、

法定受託事務ということでございますので、

認定の基準あたりは国のほうで定められてお

りますし、あと平成25年の最高裁判決で敗訴

した以降、国のほうで、平成26年に、総合的

判断通知ということで、認定審査を補完する

ような通知も出てますので、それを含めて、

審査会のほうで、その基準方針に基づいて審

査していただいているというところでござい

まして、昨今、ノーモア・ミナマタの裁判

で、大阪と熊本と新潟でそれぞれ判決出まし

たけれども、それぞれちょっと異なる判決が

出ておりまして、一方で、その前に、令和４

年の３月に、同じ国家賠償訴訟で最高裁まで

上がった上で、国、県が勝訴したということ

もございますので、我々としては、今現在、

国が定めている認定基準あるいは総合的検討

通知を踏まえて、認定審査を継続していこう

というふうに思っておりますし、裁判につい

ても、その中で県としてすべき主張を行って

いきたいということで考えております。 

 

○松田三郎委員 はい、結構です。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 
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○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 すみません。先ほど委員のほうから冒頭御

質問がありました件数の件で、ちょっと追加

で御発言させていただきます。 

 これまでの申請の総件数といたしまして

は、２万2,500件程度でございますが、その

うち、先ほどございました和解等を通して取

下げ等が約7,000件等ございまして、実申請

件数としては１万5,500件程度、その中で認

定件数が1,791人というところでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 分かりました。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○岩本浩治委員 説明資料の24ページでござ

います。 

 この中に満喫プロジェクト推進事業という

のがありまして、これはちょっと地元でのこ

となもんですから、質問しようかなどうかな

と迷っておったんですが、附属資料の８ペー

ジに、大観峰園地の件で、この繰越理由とい

うのが書いてありますが、これは本当地元で

なかなか合意形成ができませんで長くなった

わけです。 

 ただ、これは２地区がありまして、これは

しようがないなということの合意形成がなら

なくて遅れました。分かってますが、ただ、

この中に、気になりますのが、その人員確保

が、令和２年７月の豪雨災害後の労働需要等

の増加により、施工業者における人員確保が

困難となったということで、工事施工に不測

の日数が生じたと書いてあるわけですが、見

積りを出して工事を取るわけですから、労働

人員の見積りも出てるはずなんですね。 

 令和２年７月と、この以降の事業でござい

ます。直接どういうふうに影響があったのか

な。人員確保が困難になったという、この文

言だけでいいのかなと。見積りを出した時点

ではどうなのかなと思ったり、ちょっと考え

ました。 

 いきさつ、私、分かってましたから、質問

をどうしようかと思ったんですが、ただ、こ

ういう大観峰茶店関係では大変お世話になり

まして、いい方向で観光客も増えてきておる

わけなんですが、この繰越理由の説明が、こ

ういう説明でいいのかなということをお聞き

したいと思います。 

 以上です。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 ただいま委員のほうから御質問がございま

した、この８ページの繰越事業、事故繰越に

関してでございますが、これにつきまして

は、先ほどおっしゃったとおり、地元との合

意形成ということで、地元の牧野組合さんと

の調整がなかなかうまくいかなかったという

のがメインといいますか、主な繰越理由でご

ざいます。それで工事に着手できなかったと

いうこと。 

 あわせまして、令和２年７月豪雨後と書い

ておりますけれども、これにつきましては、

阿蘇地域振興局のほうで工事を発注するとい

うことになっておりますが、工事担当等に聞

きましたところ、どうしてもやっぱり全体的

に災害復旧のほうに人を取られている傾向が

あるというようなこともございましたもので

すから、ここに併記させていただいたという

ことでございます。 

 以上でございます。 

 

○岩本浩治委員 分かりました。 

 なかなか、いきさつは分かってるもんです

から、どうも聞きにくかったんですけれど

も、はい、十分理解いたしました。 
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 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○原田環境立県推進課長 先ほど、池田委員

のほうから、ＰＰＡによります電気代と従来

の電気代の差額というお尋ねございました。 

 今手元に数字出てまいりました。今取り組

んでおりましたのは、昨年、八代の振興局と

芦北の振興局、球磨振興局の３か所でござい

まして、従来の電気料金は、３局合計で、お

よそ2,300万円でございます。これに対しま

して、この初期投資ゼロモデルの導入後の電

気料金としまして見込んでますのが、およそ

2,700万円。ということは、つまり差額が約

400万円増加するということになります。３

局分でです。 

 この電気料金の契約期間が20年でございま

すので、そうしますと、毎年、約400万円掛

けるの20年で、およそ8,000万円のコスト増

ということになります。ただし、これをもし

県が直接この３局に同様の太陽光パネルを設

置しました場合の工事費の見積りとしまして

は、およそ10億円でございます。 

 ですので、県が直接施工した場合の10億円

と、それから電気料金のオーバーした分の20

年分のおよそ8,000万円、これを比較します

と、およそ９億円は、安いコスト、県にとり

ましては、その分９億円ほど安くゼロカーボ

ンの取組のほうを推進できるというような試

算はございます。 

 それと、Ｊ－クレジットとのお尋ねもござ

いました。 

 これは、ゼロカーボン再生可能エネルギー

を導入することで、その削減効果をどこにく

っつけていくかというような話になるもんで

すから、このＰＰＡの取組の場合は、それを

県の削減の取組として効果を計上するという

ことになります。 

 もしこれをしなかった場合は、県は、ほか

の外部の再生可能エネルギーで発電した業者

から、その分Ｊ－クレジットとして購入する

という形にもなりますので、外から買うこと

よりも、県のほうが自らこの初期投資ゼロモ

デルで取り組むことで同様の削減効果を得る

という考えになります。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 分かりました。御説明いた

だきましてありがとうございました。 

 今おっしゃったように、県にとっては非常

にいいスキームだと私も思います。温暖化防

止のための再生可能エネルギーの活用という

のは、やはりどうしても避けられないことだ

と思いますので、こういう民間の資力を使い

ながらやっていくという、こういうアイディ

アですね。非常にいいと思いますので、ぜ

ひ、ほかの所にも適用できないか、考えなが

らやっていただきたいというふうに思いま

す。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 それでは、これで環境生

活部の審査を終了します。 

 これより午後１時まで休憩します。 

  午前11時32分休憩 

――――――――――――――― 

午後０時58分開議 

○内野幸喜委員長 休憩前に引き続き委員会

を再開します。 

 これより商工労働部及び観光文化部の審査

を行います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、商工労働部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

します。 

 上田商工労働部長。 
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○上田商工労働部長 商工労働部でございま

す。 

 説明に入ります前に、まずはおわびでござ

います。 

 先ほど資料を差し替えさせていただきまし

た商工労働部決算特別委員会附属資料の14ペ

ージに、令和５年度の県有財産処分一覧表

(公有財産)と書いてあるページがございま

す。ここの収入金額に誤りがございましたの

が理由でございまして、1,000円単位で記載

すべきところを円単位で記載をしておりまし

たので、今お手元に差し替えさせていただい

たものが正しい数字となっております。 

 今後、組織のチェック体制をもうちょっと

強化して、このようなことがないように気を

つけてまいります。申し訳ございませんでし

た。 

 次に、決算の説明に先立ちまして、10月15

日付で組織の改正が行われておりましたの

で、説明いたします。 

 御承知のとおり、食のみやこ推進局でござ

いますが、農林水産部と商工労働部の共管局

となっております。商工労働部では、販路拡

大ビジネス課を所管いたします。商工労働部

が持つノウハウ、ネットワークを取り入れ

て、県産品のさらなる販路拡大に向けた取組

を行ってまいります。 

 今般の組織改正において、販路拡大ビジネ

ス課が移管されましたので、お手元の資料の

中に商工労働部と観光文化部の双方の資料が

ございます。私からは商工労働部の概要につ

きまして御説明を申し上げます。 

 それでは、まず、前年度の決算特別委員会

において御指摘のありました施策推進上改善

または検討を要する事項等のうち、当部関係

の事項等につきまして、その後の対応状況を

御報告いたします。 

 まず、共通事項といたしまして、委員長報

告第４の１「未収金対策については、様々な

事情があるが、公平性の観点から、法的措置

を取ることも含めて、適正な債権管理と徴収

対策に努めること。」という御指摘でござい

ます。 

 当部の未収金は、一般会計におきまして、

営業時間短縮要請協力金、職業能力開発校設

備整備費等補助金及び中小企業等グループ補

助金等の財産処分に伴う返還に関するもの、

中小企業従業員住宅使用料における延滞金、

また、特別会計におきまして、中小企業振興

資金貸付金に関するものがございます。 

 これらの債権管理につきましては、法的対

応に関する弁護士への相談や不動産鑑定等に

よる債務者の財産状況の把握に努めますとと

もに、当初計画に沿った返済が滞ることのな

いよう、定期的な巡回訪問により、将来返済

困難となるような懸念材料が発生していない

か、経営状況の確認を行っております。さら

に、必要に応じて専門家による経営面の助言

を行うなど、新たな未収金が発生することが

ないよう計画的に取り組んでいるところでご

ざいます。 

 徴収対策につきましては、債務者の資力調

査などを実施した上で、資力に応じて返済す

るよう催告を行っております。さらに、返済

に至らない債務者につきましては、民間の債

権回収会社いわゆるサービサーを活用しまし

た催告や担保物件の処分等の措置も取りなが

ら債権回収に取り組んでいるところでござい

ます。 

 一方で、債務者の事業中止ですとか連帯保

証人の高齢化等によって、現実的に回収が困

難と判断される案件もございます。そうした

事案につきましては、貸付関係規程に基づく

徴収停止の手続を進め、最終的には債権放棄

も検討してまいります。 

 引き続き、未収金の解消に向けて、適切な

処理に努めてまいります。 

 次に、委員長報告第４の６「火の国ハイツ

の法人解散に伴う残余財産の処分や今後の活
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用策について、都市公園区域内という土地の

利用制限など厳しい部分もあるが、県民総合

運動公園にかかる渋滞対策や駐車場確保など

の課題にも絡んでくるので、関係部局と連携

しスピード感をもって取り組むこと。」とい

う御指摘でございます。 

 旧火の国ハイツの今後の活用策につきまし

ては、現状では法的な制約はありますが、今

年度中にハイツ敷地を確定するための測量を

実施し、都市公園区域からの除外についても

熊本市と協議を行うなど、関係部局と連携

し、民間等への売却に向けて進めてまいりま

す。 

 続きまして、令和５年度決算の概要につい

て御説明申し上げます。 

 商工労働部の説明資料１ページ、令和５年

度歳入歳出決算総括表を御覧ください。 

 当部に関連する会計は、一般会計と４本の

特別会計がございます。 

 まず、歳入でございますが、歳入の一番

左、予算現額の最下段、800億6,227万円余に

対しまして、収入済額722億7,868万円余、収

入未済額が30億1,976万円余となっておりま

す。 

 収入未済額の主なものは、中小企業振興資

金貸付金に係るものでございます。 

 次に、右側、歳出欄でございますが、予算

現額の最下段、980億704万円に対しまして、

支出済額が825億8,218万円余、繰越額が83億

5,099万円余、不用額が70億7,385万円余でご

ざいます。 

 繰越額は、主になりわい再建支援事業など

災害復旧に係るものでございます。 

 また、不用額は、なりわい再建支援事業の

予算の付け替え及び実績確定に伴う執行残、

また、企業立地促進資金融資の新規貸付けや

企業立地促進補助金の申請額が見込みを下回

ったことなどによるものでございます。 

 以上が商工労働部の決算の概要でございま

す。 

 詳細につきましては、各課長から御説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願い

申し上げます。 

 

○内野幸喜委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○大村商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 まず、商工労働部の定期監査における指摘

事項は、販路拡大ビジネス課について指摘が

ございましたが、対応状況などにつきまして

は、後ほど担当課長から説明させていただき

ます。 

 それでは、商工政策課の決算について御説

明いたします。 

 商工労働部の説明資料の２ページをお願い

いたします。 

 まず、一般会計の歳入でございます。 

 国庫支出金のうち、最下段の新型コロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時交付金につき

まして、予算現額と収入済額との比較で

1,800万円余の差が生じております。 

 これは、くまもと産業復興エキスポの委託

内容の見直しなどにより、実績が見込みを下

回ったことによるものでございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 諸収入のうち、各種団体精算返納金につき

まして、377万円余の収入未済額がございま

す。後ほど附属資料で御説明いたします。 

 続きまして、５ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出でございます。 

 歳出につきましては、不用額の大きいもの

など、主なものについて説明いたします。 

 上段の一般管理費は、人事課から配当を受

けました職員の時間外勤務手当などでござい

ます。この項目につきましては、商工労働部

内の各課分を商工政策課にて一括計上してお

ります。 
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 ６ページをお願いいたします。 

 上段の商業総務費の不用額1,319万円は、

歳入の項目でも御説明しましたが、くまもと

産業復興エキスポの委託内容の見直しなどに

より、実績が見込みを下回ったことによる執

行残でございます。 

 続きまして、別冊の附属資料をお願いいた

します。 

 ８ページをお願いいたします。 

 令和５年度収入未済に関する調べについて

御説明いたします。 

 一般会計のうち、上段の１、歳入決算の状

況の各種団体精算返納金につきまして、377

万円余の収入未済がございます。 

 これは、新型コロナに係る営業時間短縮要

請協力金の交付決定の取消しに伴う協力金の

返還金３件分でございます。債務者の経済的

理由などにより、一括返済が困難なため、令

和５年度中は、一部の返還にとどまったもの

によるものでございます。 

 これら未収金への対応については、下段の

４、令和５年度の未収金対策に記載しており

ますが、電話や訪問などによる納入の継続的

な働きかけを実施し、返還の協力が得られな

い事業者については、支払い督促の申立てを

実施し、債務名義を取得しております。 

 今後も引き続き、未収金の回収に尽力して

まいります。 

 商工政策課は以上でございます。 

 

○田浦商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 決算につきまして、主なものを御説明いた

します。 

 説明資料にお戻りいただきまして、説明資

料の８ページでございます。 

 一般会計から御説明申し上げます。 

 説明資料８ページの国庫支出金のうち、新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金につきましては、予算現額と収入済額に

9,466万円余の差が生じております。 

 これは、主にコロナ交付金充当事業の実績

が当初見込みを下回ったことに伴う執行残で

ございます。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 同じく国庫支出金のうち、物価高騰対応重

点支援地方創生臨時交付金につきまして、予

算現額と収入済額に３億6,456万円余の差が

生じております。 

 これは、主に商店街等売上回復支援事業等

を令和６年度に繰り越したことによるもので

ございます。 

 また、中段の中小企業組合等共同施設等災

害復旧費補助につきましては、予算現額と収

入済額に54億8,670万円余の差が生じており

ます。 

 これは、主になりわい再建支援事業を令和

６年度に繰り越したことによるものでござい

ます。 

 おめくりいただきまして、10ページをお願

いいたします。 

 基金繰入金のうち、新型コロナウイルス感

染症対応金融支援基金繰入金につきまして、

予算現額と収入済額に1,516万円余の差が生

じております。 

 この基金は、コロナ対応資金の保証料補助

等の財源として活用しておりますけれども、

その後に、このコロナ資金の借換え需要に対

応するための資金を創設したことによりまし

て、その基金の借換えが進みまして、従来の

コロナ対応資金の残高が当初見込みを下回っ

たことによるものでございます。 

 おめくりいただきまして、12ページをお願

いいたします。 

 各種団体精算返納金につきましては、

3,838万円余の収入未済額がございます。こ

れにつきましては、後ほど附属資料で説明を

させていただきます。 

 また、中段の中小企業災害復旧資金利子補
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給補助金につきましては、予算現額と収入済

額に2,756万円余の差が生じております。 

 これは、主になりわい再建支援の利子補給

の実績が見込みを下回ったことによるもので

ございます。 

 下段の中小企業再生支援利子補給補助金に

つきましては、予算現額と収入済額に１億

6,420万円余の差が生じておりますが、これ

は、先ほど御説明いたしましたとおり、利子

補給の対象となる従来のコロナ対応資金の借

換えが進みましたことにより、その残高が当

初見込みを下回ったことによるものでござい

ます。 

 続きまして、14ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出でございます。 

 このうち、主に不用額の大きいものにつき

まして御説明をいたします。 

 商工費の商業総務費において、１億2,000

万円余の不用額が生じております。 

 これは、主にまちなかにぎわい回復支援事

業において、実績額が当初の想定を下回った

ことによる執行残でございます。 

 また、１億5,000万円余の繰越しが生じて

おりますが、これにつきましては、後ほど附

属資料で説明させていただきます。 

 15ページをお願いいたします。 

 中小企業振興費において、６億円余の不用

額が生じております。 

 これは、主に原油価格高騰等運送事業者支

援事業等のコロナ交付金を活用した事業につ

きまして、実績額が当初の想定を下回ったこ

とに伴う執行残でございます。 

 また、２億1,000万円余の繰越額が生じて

おりますが、これにつきましては、後ほど附

属資料で説明させていただきます。 

 16ページをお願いいたします。 

 災害復旧費の商工施設災害復旧費におい

て、45億円余の不用額が生じております。 

 これは、なりわい再建支援事業の事故繰越

分で、令和５年度中の執行ができずに令和５

年度補正予算に振り替えたために不用となっ

たもの及び実績確定に伴う執行残でございま

す。 

 また、39億円余の繰越額が生じております

が、これにつきましても、後ほど附属資料で

説明させていただきます。 

 続きまして、17ページをお願いいたしま

す。 

 中小企業振興資金特別会計の決算でござい

ます。 

 まず、歳入でございます。 

 繰越金において、予算現額と収入済額に２

億876万円余の差が生じておりますが、これ

は、予算現額は、歳出予算額に合わせて繰越

金の一部のみを計上しているのに対し、収入

済額は、歳出予算に充当しない額も含む繰越

金全額を計上する必要があるために、差額が

生じているものでございます。 

 また、諸収入において、29億円余の収入未

済額が生じております。これにつきまして

も、後ほど附属資料で説明させていただきま

す。 

 19ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計の歳出でござい

ます。 

 公債費のうち、元金において1,683万円余

の不用額が生じておりますが、これは、主に

高度化資金の元金償還金が当初の想定を下回

ったことに伴う執行残でございます。 

 続きまして、附属資料のほうをお願いいた

します。 

 別冊附属資料の１ページをお願いいたしま

す。 

 令和５年度繰越事業調べの明許繰越しにつ

いて御説明いたします。 

 まず、１段目の商店街等売上回復支援事業

から７段目の中小企業者生産性向上緊急支援

事業までは、物価高等の影響を受ける事業者

に対する支援をさらに進めるため、令和５年
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度12月補正及び２月補正において増額及び予

算化した事業でございまして、年度内に十分

な事業期間を確保できなかったため、令和６

年度に繰り越したものでございます。 

 また、最下段のなりわい再建支援事業につ

きましては、国の経済対策による予算措置を

受け、令和５年度２月補正で増額した事業で

ありまして、年度内に十分な事業期間を確保

できず、令和６年度へ繰り越しているもので

ございます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 なりわい再建支援事業につきまして、国関

連の他の工事との調整が必要となったことな

どにより、補助事業者の工事施工に不測の日

数を要したため、４件を令和６年度へ繰り越

したものでございます。 

 続きまして、飛びまして９ページをお願い

いたします。 

 令和５年度収入未済に関する調べについて

御説明いたします。 

 まず、一般会計のうち、各種団体精算返納

金の収入未済について御説明いたします。 

 上段の１、歳入決算の状況について、

3,838万円余の収入未済がございますが、こ

れは、グループ補助金及びなりわい補助金で

取得した財産の処分に関する返納金に係る収

入未済でありまして、合計で８件ございま

す。 

 次に、２、収入未済額の３か年の推移でご

ざいますが、令和４年度と比較いたしまし

て、3,317万円増加をしております。 

 これは、一括納付が困難として、令和６年

度以降も含めた分割納付を認めた案件が発生

したことなどにより、件数、未収金額ともに

増加したものでございます。 

 続きまして、３、収入未済額の状況につい

てでございますけれども、収入未済の８件の

うち５件につきましては、債務者からの一括

納付が困難であるとの申出を受けまして、分

割納付を認めて計画どおり納付をされてござ

います。 

 残り３件のうち２件につきましては、引き

続き、分割納付を働きかけて、早期の回収に

努めてまいります。 

 残りの１件につきましては、債務者が倒産

して資力がない状況にあり、納付が困難であ

るため、将来的な不納欠損も視野に入れて検

討を進めている状況でございます。 

 下段の４、令和５年度の未収金対策につい

てでございますが、分割納付中の債務者につ

きましては、計画どおりの返納を求めてござ

います。 

 また、未収金は、事後的な財産処分となる

ことで返還すべき余力がない事例が多いとい

うことがございますので、なりわい再建支援

事業の補助金を交付した全事業者に対しまし

て、財産処分を行う場合には事前に手続が必

要であるということを周知する文書を発出す

ることにより、新たな未収金の発生防止の取

組にも注力しております。 

 10ページをお願いいたします。 

 次に、中小企業振興資金特別会計の収入未

済についてでございます。 

 まず、上段の１、令和５年度歳入決算の状

況について、収入未済額の内訳としまして、

償還元金が27億9,754万円余、償還利子が

2,612万円余、延滞違約金が１億4,386万円で

ございます。 

 次に、下段２の収入未済額の過去３か年の

推移でございます。 

 まず、令和５年度は、新たな未収金の発生

はございません。 

 令和５年度末の収入未済額は、債務者から

返済金1,229万円余を回収いたしましたの

で、29億6,753万円余となってございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 上段３の収入未済額の状況につきまして、

収入未済が生じておりますのは、計12の貸付

先となってございます。 
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 このうち、分割納付中が、下段の合計欄に

ありますように、８つの貸付先、債権額が12

億円余となってございます。 

 その他は、４つの貸付先17億円余となって

ございまして、既に廃業され、主債務者や連

帯保証人の資力がない状況でございます。 

 このうち、回収不能と判断しました２つの

貸付先につきましては、現在徴収を停止して

おります。また、時効が完成した２つの貸付

先につきましては、債権放棄の準備を進めて

いるところでございます。 

 下段４の令和５年度の未収金対策について

御説明いたします。 

 まず、債権回収については、法的解釈や助

言を得るために、弁護士へ相談し回収を進め

るとともに、弁済のない連帯保証人に対して

は、未収金対策基本方針及び貸付先別の処理

方針に基づきまして、文書や電話、面接など

により催告を行っております。 

 また、令和５年度につきましては、先ほど

とちょっとかぶりますが、返済困難な１件の

貸付先について、新たに徴収停止を行ったと

ころでございます。 

 商工振興金融課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○時田労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 決算委員会説明資料のほうにお戻りいただ

きまして、まず、歳入に関する調べにつきま

して、説明資料の24ページをお願いいたしま

す。 

 上から３段目の職業訓練施設整備費補助に

つきましては、予算現額と収入済額との差が

3,805万円余のマイナスとなっております。 

 これは、県立高等技術専門校の拠点化推進

事業を令和５年度から令和６年度へ繰り越し

たことに伴います国庫補助金の減でございま

す。 

 次に、最下段の訓練事業費補助につきまし

ては、予算現額と収入済額との差が9,655万

円余のプラスとなっております。 

 これは、職業訓練に要する運営費につきま

して、２月補正編成後の年度末になって国の

内示額が増えたことに伴う国庫補助金の増で

ございます。 

 25ページをお願いいたします。 

 ２段目の職業能力開発施設等整備費補助に

つきましては、予算現額と収入済額との差が

2,141万円余のマイナスとなっております。 

 これは、実績額が予算額を下回ったことに

よるもの、加えて、県立技術短期大学校の通

信ネットワーク整備の繰越しに伴う国庫補助

金の減でございます。 

 繰越事業につきましては、後ほど附属資料

で御説明させていただきます。 

 次に、最下段の新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金につきましては、予

算現額と収入済額との差が1,085万円余のマ

イナスとなっております。 

 これは、コロナ臨時交付金を財源としてい

る各事業の実績が予算額を下回ったことによ

る国庫補助金の減でございます。 

 26ページをお願いいたします。 

 ３段目の生涯職業能力開発事業等委託金に

つきましては、予算現額と収入済額との差が

１億5,970万円余のマイナスとなっておりま

す。 

 これは、離職者訓練の受講者の減少や早期

に就職先が決まったことで訓練生が中途退校

したため、事業の実績が予算額を下回ったこ

とによる国庫委託金の減でございます。 

 少し飛びまして、28ページをお願いいたし

ます。 

 諸収入のうち、延滞金につきまして、994

万円余の収入未済がございます。 

 これは、中小企業従業員住宅事業の延滞金

でございますが、この収入未済額の内容につ

きましては、後ほど附属資料において御説明

させていただきます。 
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 続いて、29ページをお願いいたします。 

 雑入のうち、各種団体精算返納金につきま

しては５万円余、最下段の年度後返納につき

ましては６万円余の収入未済がございます。 

 これらは、職業能力開発校設備整備費等補

助金の確定に伴う返納でございますが、この

収入未済額の内容につきましても、後ほど附

属資料において御説明させていただきます。 

 続きまして、歳出に関する調べについて御

説明いたします。 

 31ページをお願いいたします。 

 ３段目の職業訓練総務費でございますが、

２億4,030万円余の不用額が生じておりま

す。 

 主な理由としましては、備考欄の事業の概

要のうち、上から４番目、熊本県職業能力開

発施設拠点化推進事業に係る実施設計委託料

及び工事請負費の入札残などの執行残による

ものでございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 上段の職業能力開発校費でございますが、

１億8,749万円余の不用額が生じておりま

す。 

 主な理由としましては、備考欄の事業の概

要のうち、下から２番目の離職者訓練事業に

おきまして、訓練受講者の減少や早期に就職

先が決まったことで訓練生が中途退校したこ

となどによる執行残でございます。 

 続きまして、別冊の附属資料をお願いいた

します。 

 ３ページをお願いいたします。 

 令和５年度繰越事業調べでございます。 

 まず、上段の熊本県職業能力開発施設拠点

化推進事業は、県立高等技術専門校の建物の

再整備に要する工事費等でございます。 

 民間建設需要の高まりにより資材の調達が

遅れたことから繰越しを行ったものです。繰

り越した事業につきましては、本年６月末に

竣工しております。 

 続いて、下段の技術短期大学校教育対策事

業は、県立技術短期大学校の通信ネットワー

ク整備に要する経費でございます。 

 高速かつ大容量通信に対応するため、当初

予定していた仕様から変更したことに伴い、

年度内の納入が困難となったことから繰越し

を行ったものです。 

 続きまして、同じ資料の12ページをお願い

いたします。 

 令和５年度収入未済に関する調べについて

御説明いたします。 

 まず、１、歳入決算の状況の１段目の延滞

金におけます収入未済額994万円余でござい

ますが、これは中小企業従業員住宅事業の延

滞金でございます。 

 この事業の概要ですけれども、厚生年金を

財源とした融資を利用して、県が企業の従業

員住宅を建設し、これを企業に有料で20年間

貸し付け、その後住宅を企業に譲渡するとい

うものでございます。 

 そのうちの１者について、20年間の貸付期

間のうち、約５年分の使用料が滞納となって

いるものでございます。 

 また、２段目の各種団体精算返納金及び３

段目の年度後返納につきましては、令和５年

度に収入未済が発生しているものでございま

す。 

 この事業の概要ですが、認定訓練を行って

いる団体へ運営費を補助しており、概算払い

額と事業費の確定額との差額についての部分

が、補助金返還が未納となっているものでご

ざいます。 

 13ページをお願いいたします。 

 これまでの未収金対策について御説明いた

します。 

 ４の令和５年度の未収金対策を御覧くださ

い。 

 まず、延滞金につきましては、平成25年９

月の熊本地裁の判決の結果、貸付金と延滞金

の額が確定いたしました。 

 その後、平成27年２月に、債務者と連帯保
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証人の不動産の強制競売の申立てを行い、落

札され、貸付料をはじめとする債権の一部に

充当しております。 

 また、平成29年３月に、債務者から、債務

者所有の土地の任意売買について、相談が県

のほうになされたため、弁護士とも相談の

上、任意売買に応じることとし、平成29年４

月に910万円を回収いたしました。 

 平成30年度以降、債務者所有の残る不動産

の任意売買の状況の把握に努めておりますけ

れども、立地条件等の理由から、現在のとこ

ろ買手が見つからず、任意売買が困難な状況

が続いております。 

 強制競売手続も検討しておりますが、債務

者には、県の債権以外にも社会保険料等の滞

納による多額の公債権を抱えており、強制競

売を実施したとしましても、先に公債権のほ

うに配当された後の残額が、この県の債権に

充当されることになるため、時効が到来する

令和９年度までは任意売買に努めてもらうこ

ととしております。 

 現在は、毎月、債務者に電話や面会等によ

る確認を行っております。 

 今後も、引き続き未収金の回収に努めてま

いります。 

 また、下段の各種団体精算返納金及び年度

後返納につきましては、分納誓約書に基づき

分納してもらっておりまして、年度内には返

納が完了する予定でございます。 

 労働雇用創生課は以上でございます。 

 

○荒木産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 お手元の説明資料の34ページからお願いい

たします。 

 34ページから39ページにかけまして、一般

会計の歳入を記載しておりますけれども、不

納欠損額、収入未済額はありません。 

 以降、主なものを御説明させていただきま

す。 

 おめくりいただきまして、36ページをお願

いいたします。 

 １段目の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金につきまして、予算現額と

収入済額に6,540万円余の差が生じておりま

すが、これは主にコロナ交付金充当事業の実

績が当初見込みを下回ったことにより生じた

ものでございます。 

 続きまして、２段目の地方大学・地域産業

創生交付金につきまして、予算現額と収入済

額に5,227万円余の差が生じておりますが、

これは主に熊本大学や地元企業などが取り組

む先端的な半導体に関する研究などを支援し

ます熊本県地方大学・地域産業創生共同研究

プロジェクト補助金におきまして、事業実績

が見込みを下回ったことにより生じたもので

ございます。 

 続きまして、３段目の物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金につきまして、予算現

額と収入済額に１億617万円の差が生じてお

りますが、これは、中小企業ＤＸ推進事業補

助金において、令和５年度２月補正で予算化

した事業であり、年度内の事業完了が見込め

ず、繰り越したことによるものでございま

す。こちらにつきましても、後ほど附属資料

でも説明させていただきます。 

 次に、40ページをお願いいたします。 

 以降44ページまでが、一般会計の歳出でご

ざいますが、こちらも主なものを御説明させ

ていただきます。 

 下の41ページをお願いいたします。 

 １段目の工鉱業振興費につきまして、１億

4,663万円余の不用額が生じております。 

 主な原因は、熊本県地方大学・地域産業創

生共同研究プロジェクト補助金におきまし

て、事業実績が見込みを下回ったことによる

執行残でございます。 

 なお、翌年度繰越額に１億617万円が生じ

ておりますが、これにつきまして、後ほど附

属資料で説明させていただきます。 
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 続いて、おめくりいただきまして、42ペー

ジをお願いいたします。 

 産業技術センター費につきまして、1,788

万円余の不用額が生じております。 

 主な要因は、産業技術センター庁舎の照明

ＬＥＤ化工事に係る設計業務委託の執行残で

ございます。 

 続きまして、別冊の附属資料を御説明させ

ていただきます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 繰越事業でございますが、中小企業ＤＸ推

進事業補助金につきましては、令和５年度２

月補正で予算化した事業であり、年度内に十

分な事業期間を確保できなかったことから繰

り越したものでございます。 

 産業支援課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 エネルギー政策

課です。 

 今説明がありました次のページ、附属資料

の５ページから説明させていただきたいと思

います。 

 エネルギー価格高騰に対する事業者緊急支

援事業として、17億8,000万円余の繰越明許

がございます。 

 これは、令和５年度12月補正において予算

化した事業で、電気の特別高圧やＬＰガスを

利用する事業者を支援する事業ですが、対象

となっております期間が令和５年10月から令

和６年４月までと年度をまたいでおりました

ので、６年度に繰り越したものでございま

す。 

 それでは、説明資料に戻らせていただきま

して、45ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございますけれども、不納欠

損及び収入未済額はございません。 

 45ページの中段、国庫支出金で予算現額と

収入済額に17億8,000万円余の差が生じてお

ります。これにつきましては、46ページをお

願いします。 

 上から２段目の物価高騰対応重点支援地方

創生臨時交付金で予算現額と収入済額に17億

円余の差が生じております。 

これは、先ほど繰越明許で説明しました繰

越しに伴うものでございます。 

 続きまして、歳出につきまして、48ページ

をお願いいたします。 

 工鉱業振興費に17億円余の翌年度繰越額が

ございます。 

また、586万円余の不用額につきまして

は、事業実績が見込みを下回ったことや経費

節減等に伴う執行残によるものでございま

す。 

 エネルギー政策課は以上でございます。 

 

○山田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 冒頭、部長のほうからおわびを申し上げま

したけれども、附属資料の差し替えにつきま

しては大変申し訳ございませんでした。重ね

ておわびを申し上げます。 

 それでは、説明資料のほうに入らせていた

だきます。 

 説明資料の49ページをお願いいたします。 

 49ページから51ページにかけ、一般会計の

歳入を記載しておりますが、不納欠損額及び

収入未済額ともにございません。 

 まず、49ページ、中段の新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金を御覧くだ

さい。 

 予算現額と収入済額との比較の欄に4,156

万円余の差額が生じております。 

 これは、事業実績が執行見込額を下回った

ことによるものでございます。 

 次に、50ページ、中段の企業立地促進資金

貸付金回収金を御覧ください。 

 予算現額と収入済額との比較の欄に２億

833万円余の差額が生じております。 

 これは、新規貸付けの実績がなかったこと
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によるものでございます。 

 次に、51ページ、上段の企業誘致環境整備

事業受託事業収入を御覧ください。 

 予算現額と収入済額の比較欄に9,458万円

余の差額が生じております。 

 これは、受託工事の実績が執行見込額を下

回ったことにより、受託事業収入が減となっ

たものでございます。 

 52ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出でございますが、工鉱業総

務費に10億6,245万円余の不用額が生じてお

ります。 

 主なものとしましては、企業立地促進資金

融資の新規貸付けがなかったこと、また、企

業立地促進補助金において、補助金交付申請

額が見込額より少なかったことによるもので

ございます。 

 54ページをお願いいたします。 

 港湾整備事業特別会計の歳入でございます

が、不納欠損額及び収入未済額はございませ

ん。 

 56ページをお開きください。 

 臨海工業用地造成事業特別会計の歳入でご

ざいますが、不納欠損額及び収入未済額はご

ざいません。 

 一番下の繰越金でございますが、予算現額

と収入済額との比較の欄に６億4,051万円余

の差額が生じております。 

 これは、過去の用地売却収入等の繰越金で

ございます。 

 58ページをお願いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

の歳入でございますが、不納欠損額及び収入

未済額はございません。 

 一番下の繰越金でございますが、予算現額

と収入済額との比較の欄に1,346万円余の差

額が生じております。 

 これは、昨年度の工業団地管理費の執行残

を繰り越したものでございます。 

 59ページをお願いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

の歳出でございます。 

 一番上の段、商工費に4,505万円余の不用

額が生じております。 

 その主なものは、各団地の除草など管理経

費の執行残や委託費の執行残でございます。 

 それでは、繰越事業につきまして、別冊の

附属資料で御説明いたします。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ６ページ、一般会計でございますが、市町

村施設整備促進事業につきましては、補助事

業者の事業が年度内に完了しなかったため、

繰越しを行ったものでございます。 

 半導体サプライチェーン構築加速化事業に

つきましては、令和５年度２月補正で予算化

した事業であり、年度内に事業が完了しない

ことから繰り越したものでございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

についてですが、いずれも設計や工事の調整

等に日数を要し、年度内の事業完了が困難な

ことから、繰越しを行ったものでございま

す。 

 最後に、14ページをお願いいたします。 

 令和５年度県有財産処分一覧表でございま

す。 

 県有財産の処分でございますが、名石浜工

業用地の一部を民間企業に売却したものでご

ざいます。 

 企業立地課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○宮﨑販路拡大ビジネス課長 販路拡大ビジ

ネス課です。 

 まず、決算特別委員会の資料説明に入りま

す前に、今年度の定期監査における指摘事項

がございますので、御説明いたします。 

 お手元に配付されております監査結果指摘

事項の表題の資料につきましてお願いいたし

ます。 
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 指摘の内容は「備品として購入したマイク

代について、支払いが遅れ、遅延利息が発生

している。支払い手続きにおいて組織的なチ

ェック体制の強化を図り、支払い漏れの防止

を徹底すること。」というものでございま

す。 

 支払いが遅れた原因でございますが、物品

の集中調達の際の事務処理の流れについて、

物品担当者の理解が不足していたことや経理

担当との間で事務手続の確認が不十分であっ

たことにあります。 

 今後は、物品担当者が手引等で事務手続の

流れを十分確認した上で処理するとともに、

物品担当者及び経理担当者の双方でチェック

リストによる事務手続の確認を行い、加え

て、支出未済の状況について、経理班、事業

担当班長、担当審議員、課長の４者でのチェ

ックを行い、徹底した再発防止に努めてまい

ります。 

 それでは、決算につきまして、お手元の決

算特別委員会説明資料で御説明させていただ

きます。 

 観光文化部の資料のほうをお願いいたしま

す。 

 説明資料の18ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入でございますが、不

納欠損額、収入未済額はございません。 

 最下段になりますが、食料産業・６次産業

化交付金について、予算現額と収入差額が８

億2,100万円余となっております。 

これは、予算全額を令和６年度に繰り越し

たものによるものでございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 下から２段目の物価高騰対応重点支援地方

創生臨時交付金について、予算現額と収入済

額との差が7,700万円となっております。 

これも、予算全額を令和６年度に繰り越し

たものでございます。 

 次に、おめくりいただきまして、21ページ

をお願いします。 

 一般会計の歳出でございます。主なものを

説明いたします。 

 農業総務費において、970万円余の不用額

が生じております。 

 主な理由としまして、ＧＦＰフラッグシッ

プ輸出産地形成プロジェクト事業や県産農林

水産物等輸出推進総合支援事業において、事

業実績が見込みを下回ったことにより、補助

金等の執行残が出たものでございます。 

 おめくりいただきまして、22ページをお願

いします。 

 商業総務費において、1,260万円余の不用

額が生じております。 

1,260万円余のうち890万円余は、伝統工芸

関連事業の執行残となっており、入札残等に

よるものでございます。 

 続きまして、観光文化部の別冊附属資料の

３ページをお願いいたします。 

 令和５年度繰越事業調べの明許繰越しにつ

いて御説明いたします。 

 輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業

は、食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等の対応

に必要な施設整備に対して助成を行う全額国

庫補助の事業です。 

 くまもと県産品消費喚起緊急支援事業は、

国の経済対策予算を活用し、県物産振興協会

等が行う県産品の消費喚起のためのフェアや

イベントなどの取組の助成を行うものです。 

 いずれも、国の経済対策に対応し、コロナ

交付金を活用して２月補正で計上したため、

十分な事業期間が確保できないことから、令

和６年度に繰り越して実施するものです。 

 販路拡大ビジネス課は以上です。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いします。 

 質疑はありませんか。 
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○竹﨑和虎委員 御説明ありがとうございま

した。 

 附属資料の９ページになります。 

 商工振興金融課にちょっとお尋ねしたいん

ですが、収入未済の中で、グループ補助金や

なりわい再建支援補助金の件だと思うんです

けれども、２のところで過去３年の推移も書

いてあります。 

 現況として、８件のこの収入未済があると

いうことなんですけれども、この中で、なり

わい再建の部分がどれだけなのか、それとま

た、過去から今までどれぐらいの件数があっ

たかをお教えいただけませんか。 

 

○田浦商工振興金融課長 現在、８件の収入

未済ということで上がってございます。この

うち、グループ補助金が７件、なりわい補助

金が１件という形でございます。件数といた

しましては、全体では、実際に滞納と申しま

すか、未収金になっているものは、現在８件

ということでございます。 

 

○竹﨑和虎委員 今まで、未収金以外でもど

れだけあったかというのは……。 

 

○田浦商工振興金融課長 今まで、まず、グ

ループ補助金ですと、グループ補助金交付決

定が4,699件ございます。このうち、財産処

分に至ったものというものが583件ございま

して、そのうち返納が生じたものというのが

98件ございます。同様に、なりわい補助金で

申しますと、交付決定が522件、このうち財

産処分に至ったものが15件、その15件のうち

返納となったものが２件という形でございま

す。 

 

○竹﨑和虎委員 ということは、今現況で残

っている８件のうち、98分の７がグループ補

助金で、２分の１がなりわいのほうというこ

とですよね。 

 その中で、３番に分割納付中とその他とあ

りまして、その他のうちの２件は、その分割

納付の提案をされとるということでした。１

件が倒産されたということなんですかね。そ

の１件はどちらなんですか。そのなりわいな

んですか。 

 

○田浦商工振興金融課長 １件は、グループ

補助金の分でございます。 

 

○竹﨑和虎委員 その１件は、ちょっと説明

があったかもしれません。聞き逃したかもし

れませんが、その１件、倒産されたところを

どうされようとされてるんですか。 

 

○田浦商工振興金融課長 倒産しました１件

につきましては、既に資力もないというとこ

ろでございます。これにつきまして、今本当

に資力がないのかどうかという調査もしてお

りますし、ただ、この後、この債権を時効で

すとかそういったものにかかるのかどうかと

いうところは検討しているところでございま

す。 

 いずれにしても、取る努力は続けていこう

と思ってございますけれども、なかなか取れ

ない場合には、昨年度、決算特別委員会でも

御指摘いただきましたように、債権の整理も

含めて考えるべきじゃないかということも念

頭に、今検討を進めているところでございま

す。 

 

○竹﨑和虎委員 よく分かりました。大変だ

と思いますけれども、しっかり取り組んでい

ただければと思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 
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○松田三郎委員 関連は若干しますが、附属

資料の10ページ。引き続き、田浦課長、声大

丈夫ですか。 

 

○田浦商工振興金融課長 ありがとうござい

ます。 

 

○松田三郎委員 中小企業振興資金は、金融

関係では、商工がいろいろ収入未済等々があ

る程度出てくるのはやむを得ないかなと、毎

回決算委員会に出席するたび思っておりま

す。 

 やむを得ないからいいと言うつもりはござ

いませんが、とりわけ、この中小企業振興資

金に関しては、額が目立つだけに、毎回決算

委員会でも議論になるんだろうと思っており

ます。 

 それで、私も久しぶりですので、ちょっと

基礎的な質問から始めたいと思いますが、先

ほど課長の御説明にもありましたように、現

年度分は４年もゼロですよね。ですから、こ

れ自体は、新規の貸付けというのは大分前

で、もう新規は発生してない。それはいつ頃

が最後なのかというのを、まずは。 

 

○田浦商工振興金融課長 今まさに先生おっ

しゃいましたとおり、新規の貸付けにつきま

しては、平成21年度で終わってございまし

て、平成22年度以降、新規の貸付けはしてご

ざいません。 

 

○松田三郎委員 ということは、それ以降、

いろいろ返済も滞ったりとか、途中から――

当初からはあれかもしれませんが、そういう

のが積もり積もって、この約29億になってき

ていると。 

 ただ、年数がたっているので、冒頭、上田

部長の御説明に、未収金対策でサービサーを

活用してとか、我々議会でも、そういうもう

やっぱりなかなか、職員の方だけで催告の電

話をする、訪問する、取立てするというのは

大変でしょう。かつてそれが主だったんでし

ょうけれども、その負担を低減させる意味で

も、外部のそういった専門家にお願いするの

もいいんじゃないですかというのをいろいろ

提案して、その一部を取り入れていただいて

いるということだと思っております。 

 だから、そのかいあって若干は減っている

と思いますが、これは、我々の認識として、

平成21年まで、それ以降新規の貸付けをして

いない。ということは、それから以降の未収

金は、過年度を含めてずっと出てきている。

けれども、努力をして、できるだけその額は

少なくしているので、これから利子の部分は

分かりませんけれども、元本が増えるという

ことは――減る一方で、この金額より大きく

なることはないという理解で、まずは大筋い

いんですかね。 

 

○田浦商工振興金融課長 ありがとうござい

ます。 

 先ほど先生からも言っていただきましたと

おり、新規の貸付けがない中で、今債権の回

収というところに一生懸命取り組んでいると

ころでございます。 

 ここ数年は、700～800万前後の回収という

ことでございましたが、令和５年度につきま

しては、1,200万ほど回収をしたということ

で、その前の年は7,000万ほどということ

で、ちょっとこれは不動産の売買があったも

のですから多くなりましたけれども、今私ど

ものほうでも、できるだけ債権者の方々と頻

繁に連絡を取るようにしてございまして、こ

ういった不動産を売るよというときにはぜひ

お願いしますということもお願い申し上げて

きたところでございます。 

 それと、今松田委員のほうからもお話あり

ましたサービサーにつきましても、平成18年

か19年の２か年だったと思いますけれども、

活用して成果を上げたというところがござい
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ます。 

 今おっしゃいましたように、元金自体は、

当然増えることがございませんので、これ自

体は、回収努力によって微々たるものではご

ざいますが、減っていくという形でございま

す。 

 

○松田三郎委員 はい、分かりました。 

 最後に、１点ですけれども、その３のとこ

ろですね、状況の説明。 

 多分、その他のところ、備考で徴収停止及

び債権放棄。これは、冒頭、部長の説明にも

ありましたように、徴収停止というのは、な

かなか難しいので、一旦停止をして、ずっと

続くようだったから、いわゆる正式な債権放

棄に移行するということですか。 

 

○田浦商工振興金融課長 今先生御指摘のと

おり、徴収の停止と申しますのは、規定がご

ざいまして、ある程度その事業が休止して再

開の見込みがないですとか、債務者の所在が

分からないという場合に、差押え可能な財産

とかそういったものを勘案して、これはもう

無理だなと、なかなかできないなというとこ

ろで徴収停止をかけるということでございま

す。ただ、徴収停止をかけた場合でございま

しても、債務者の財産状況等を毎回確認して

ございますので、それで確保できるような財

産があれば、また徴収をするという形にはな

るかと思います。 

 そういった中で、債権放棄と申しますと、

そういった徴収停止のところも前提としてご

ざいますけれども、今までも議会で何件か債

権放棄をお願いしてございますが、時効が来

たと、ただ、主債務者が時効の援用をしない

がために、そのまま時効であれば、債権放

棄、時効消滅という形になりますけれども、

時効の援用をしないがために、債権を放棄す

る議決をお願いするという形になります。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 なければ、これで商工労働部の審査を終了

します。 

 ここで、説明員入替えのため、14時５分ま

で休憩いたします。 

 お疲れさまでした。 

  午後１時57分休憩 

――――――――――――――― 

   午後２時５分開議 

○内野幸喜委員長 休憩前に引き続き委員会

を再開します。 

 これより観光文化部の審査を行います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、観光文化部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

します。 

 倉光観光文化部長。 

 

○倉光観光文化部長 観光文化部長です。御

説明させていただきます。 

 令和５年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において、御指摘の

ありました施策推進上改善または検討を要す

る事項等のうち、観光文化部関係につきまし

て、その後の措置状況を御報告します。 

 観光文化部に対しましては「くまもと再発

見の旅事業については、制度設計の不十分さ

等により、助成金の返納などが生じている

が、今後は、今回の事案を真摯に受け止めた

上で、県内の観光振興により積極的な姿勢を

もって取り組むこと。」という指摘をいただ

きました。 

 この件に関しては、令和５年９月７日に一

部の旅行商品に不適切受給の疑いがあるとし

て公益通報があったことから、第三者調査委

員会による調査が行われ、令和６年４月11日

に調査結果報告書が提出されました。 
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 報告書では、助成要件の決定に係る検討状

況や意思決定の過程が不明確であったこと、

助成対象者への周知が不足していたこと、疑

義が生じた場合も担当者各自の思い込みのた

めに十分な検証がされなかったことなど、事

務の執行に係る問題が指摘され、改善を図る

よう提言をいただきました。 

 昨年度の指摘及び報告書の提言を受け、職

員一人一人が事務の問題点を学ぶことで危機

意識を持ち、適正に執行するための研修会を

実施いたしました。また、観光事業者との対

応状況を組織内で共有する仕組みづくりや職

員同士が気兼ねなく助言し合える風通しのよ

い職場づくりに取り組んでいます。 

 このように、今回の事案を真摯に受け止

め、改善策を講じながら、今後も引き続き、

国内外から観光客の誘致に努め、熊本県の観

光振興に積極的に取り組んでまいります。 

 特に、来年開催される大阪・関西万博に向

けて、旅行商品の販売力強化やプロモーショ

ンを実施するとともに、ＴＳＭＣ進出の効果

を最大化するため、台湾に設置した観光レッ

プ、いわゆる観光誘客代理人を活用しなが

ら、台湾での商談会や観光ＰＲイベントの開

催、インフルエンサーによる情報発信などを

実施し、台湾からのインバウンド誘客に取り

組んでまいります。 

 次に、令和５年度決算の概要につきまして

御説明します。 

 このたびの組織改正により、国際分野を知

事公室に、物産振興分野を商工労働部に移管

し、企画振興部から文化振興分野が移管され

ましたので、組織改正後の主な所管事業につ

いて御説明申し上げます。 

 説明資料の１ページ、令和５年度歳入歳出

決算総括表をお願いいたします。 

 まず、歳入につきましては、収入済額が55

億5,300万円余となっております。 

 次に、歳出につきましては、支出済額が52

億3,100万円余、翌年度繰越額が10億5,700万

円余、不用額が７億3,800万円余となってお

ります。 

 翌年度繰越額は、主に地域一体となった宿

泊事業者物価高騰等対策支援事業、豪雨被災

地域における観光需要回復緊急支援事業等に

係るものでございます。 

 不用額は、主に旅するくまモンパスポート

事業、くまもと再発見の旅事業(追加分)、宿

泊事業者燃料高騰等対策支援事業等の執行残

などでございます。 

 以上が決算の概要です。 

 詳細につきましては、各課長から説明いた

しますので、御審議のほどよろしくお願い申

し上げます。 

 

○内野幸喜委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○佐方観光文化政策課長 観光文化政策課で

ございます。 

 先ほど部長からも説明いたしましたが、観

光文化政策課におきましては、10月15日の組

織改正により、改正前の観光国際政策課から

国際分野を知事公室へ移管し、企画振興部か

ら文化振興分野が観光文化政策課へ移管され

ました。 

 資料につきましては、組織改正後の観光文

化政策課が所管しております内容について御

説明いたします。 

 まず、お手元の資料、観光文化部の資料の

２ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入ですが、不納欠損及び収入

未済、いずれもございません。 

 同じく２ページ、使用料及び手数料の３段

目、熊本地震震災ミュージアム中核拠点施設

観覧料について、予算現額と収入済額との差

が4,341万円余となっております。 

 これは、当初想定しておりました来場者数

が見込みを下回ったことによる観覧料収入の

減によるものでございます。 
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 次に、４ページをお願いいたします。 

 ３段目の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金について、予算現額と収入

済額との差が2,360万円余となっておりま

す。 

 これは、組織改正後は、観光振興課が所管

いたしますくまもとマンガ・アニメ情報発信

強化事業等の事業実績が執行見込額を下回っ

たことに伴う交付額確定の減によるものでご

ざいます。 

 次に、６ページからの一般会計の歳出につ

いて、主なものを説明いたします。 

 ７ページ、こちらの上段の防災総務費につ

きましては、573万円余の不用額が生じてお

ります。 

 これは、熊本地震震災ミュージアム中核拠

点整備事業における委託料等の入札執行残で

ございます。 

 ページをおめくりいただきまして、８ペー

ジ下段、こちらの観光費をお願いいたしま

す。 

 1,957万円余の不用額が生じております。

これは、熊本地震震災ミュージアム具体化推

進事業における委託料等の執行残及び熊本地

震震災ミュージアム中核拠点整備事業におけ

る工事費の入札残でございます。 

 続きまして、観光文化政策課に新たに移管

されました伝統工芸分野について、主な内容

を御説明いたします。 

 22ページをお願いいたします。 

 22ページ、２段目の商業総務費につきまし

て、1,266万円余の不用額が生じておりま

す。このうち、890万円余が伝統工芸関連事

業における入札等における執行残でございま

す。 

 伝統工芸分野につきましては以上です。 

 最後になりますが、観光文化政策課に移管

された文化振興分野について、主な内容を御

説明いたします。 

 別冊になりますが、企画振興部、こちらの

説明資料をお願いいたします。 

 企画振興部の説明資料の11ページです。 

 まず、一般会計の歳入ですが、不納欠損、

収入未済、いずれもございません。 

 同じページの使用料及び手数料の３段目、

県立劇場等使用料について、予算現額と収入

済額との差が639万円余となっております。 

 これは、施設等の使用料見込額を上回る収

入があったことによる増額でございます。 

 次に、12ページをお願いいたします。 

 １段目の地方創生推進交付金について、伝

統文化等継承対策事業に係る国庫補助で、予

算現額と収入済額との差は所要額の減による

ものでございます。 

 同じく２段目の新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金につきましては、文

化事業新型コロナウイルス対策助成事業に対

する国庫補助です。予算現額と収入済額との

差は財源変更に伴う減です。 

 次に、財産収入ですが、５段目、家屋貸付

料につきましては、県立劇場のレストランの

貸付料でございます。 

 予算現額と収入済額の差が162万円余とな

っておりますが、これは、県立劇場の改修工

事に伴い、レストランの営業ができない期間

が生じたことによります県有施設の使用料等

減免の取扱いにより、貸付料を減免したもの

です。 

 次に、13ページからの一般会計の歳出につ

いて、主なものを御説明いたします。 

 13ページ、３段目、計画調査費につきまし

ては、４億309万円余の不用額が生じており

ます。 

 これは、県立劇場施設整備費に係る入札

残、そしてくまもと文化魅力発信事業の入札

に伴う執行残でございます。 

 観光文化政策課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま
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す。 

 まず、今年度の定期監査における指摘事項

について御説明させていただきます。 

 お手元の監査結果指摘事項の資料をお願い

いたします。 

 指摘事項は「令和４年度の時間外勤務手当

等について、パワーハラスメントに起因して

申請がなされなかったため、令和５年度に支

出している。時間外勤務等にあたっては、一

般職の職員等の給与に関する条例に基づき、

適正な事務処理を行うとともに組織的なチェ

ックを行うこと。また、「ハラスメントのな

い職場づくりに向けた取組みについて」(令

和２年総務部長通知)の取扱いを徹底するこ

と。」という指摘でございます。 

 事案の概要につきましては、令和５年度に

当課で発生いたしましたパワーハラスメント

事案の調査において、パワーハラスメントを

行った職員が、３人の職員に対しまして、令

和４年11月から令和５年３月までの間に、時

間外勤務申請を厳しく制限していたことが判

明したため、実際に行った時間外勤務の状況

を踏まえて、時間外勤務手当や休日勤務手当

の過年度支出を行ったものでございます。 

 業務の執行のために必要な時間外勤務を制

限することはあってはならず、対応状況とし

ましては、現在、時間外勤務が必要な場合

は、必ず事前の申請を行うことを周知徹底し

た上で命令を行い、あわせて、実際に行った

時間外勤務と申請の乖離がないよう、班長と

課長補佐の複数によるチェックを行うなどの

是正策を講じております。 

 また、パワーハラスメント対策について

は、ハラスメントを生じさせないために、管

理監督者、職員が認識すべき心構えなどの周

知徹底を図り、再発防止に取り組んでおりま

す。 

 今後、このような問題を二度と発生させな

いため、適正な事務処理及び風通しのよい職

場づくりに努めてまいります。 

 監査の指摘事項につきましては以上でござ

います。 

 次に、決算特別委員会説明資料をお願いい

たします。 

 15ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入ですけれども、不納欠損額

及び収入未済額はございません。 

 下から２段目、新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金について、予算現額

と収入済額との差が２億9,900万円余となっ

ております。 

 これは、旅するくまモンパスポート事業等

の事業実績が執行見込みを下回ったことに伴

う減でございます。 

 その１つ下の物価高騰対応重点支援地方創

生臨時交付金については、予算現額と収入済

額との差が3,000万円余となっております

が、令和６年度へ財源を繰り越したことに伴

うものでございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 最上段の訪日外国人旅行者周遊促進事業費

補助について、予算現額と収入済額との差が

19億7,600万円余となっております。 

 これは、くまもと再発見の旅事業(追加分)

につきまして、令和４年度分の補助金の一部

が観光庁より交付されたため、予算額を超え

る収入となったものでございます。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出について、主なものを御説

明いたします。 

 観光費ですが、不用額の欄、５億100万円

余の不用額が生じております。 

 主な理由としましては、事業概要の上から

５ポツ目のくまもと再発見の旅事業(追加分)

について、助成実績が見込みを下回ったこと

により発生した執行残及び下から４ポツ目に

ございます旅するくまモンパスポート事業に

つきまして、ポイント利用実績が見込みを下

回ったことによる執行残でございます。 

 続きまして、別冊附属資料の２ページをお
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願いいたします。 

 令和５年度繰越事業調べの明許繰越しにつ

いてです。 

 豪雨被災地域における観光需要回復緊急支

援事業につきましては、２月補正予算で計上

した事業であり、年度内に十分な事業期間を

確保できなかったため、繰り越したものでご

ざいます。 

 観光振興課については以上でございます。 

 

○永田スポーツ交流企画課長 スポーツ交流

企画課でございます。 

 10月15日の組織改正による旧観光企画課分

について御説明をいたします。 

 お手元の説明資料の９ページをお願いいた

します。 

 まず、一般会計の歳入でございますが、不

納欠損額及び収入未済額はいずれもございま

せん。 

 11ページをお願いします。 

 １段目、新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金について、予算現額と収入

済額との差が5,501万円余となっております

が、これは、コロナ交付金充当事業の執行額

確定に伴います全庁的な交付金の配分調整に

よる増によるものでございます。 

 また、同ページの３段目、物価高騰対応重

点支援地方創生臨時交付金について、予算現

額と収入済額との差が１億2,890万円となっ

ております。 

 これは、令和５年度２月に予算をお願いし

ました地域一体となった宿泊事業者物価高騰

等対策支援事業、それから競争力の高い魅力

ある観光地域づくり支援臨時対策事業、イベ

ント等需要喚起緊急支援事業の繰越しによる

ものでございます。 

 次に、13ページをお願いします。 

 一般会計の歳出について、主なものを説明

します。 

 観光費ですが、１億5,472万円余の不用額

が生じております。 

 主な理由としましては、事業概要の５ポツ

目、観光標識整備事業や、さらに５ポツ下の

地域の活性化を牽引する観光産業創造事業、

１ページめくっていただきまして、14ペー

ジ、下から２ポツ目です、宿泊事業者燃料高

騰等対策支援事業、これの執行残でございま

す。 

 続きまして、別冊附属資料のほうをお願い

します。 

 これの１ページをお願いいたします。 

 令和５年度繰越事業調べの明許繰越しにつ

いて説明します。 

 １段目、競争力の高い魅力ある観光地域づ

くり支援臨時対策事業、それから２段目のイ

ベント等需要喚起緊急支援事業及び３段目の

地域一体となった宿泊事業者物価高騰等対策

支援事業は、先ほど御説明しました令和５年

度２月補正でお願いしました事業で、いずれ

も施行期間を十分に確保できなかったため、

繰越しをお願いしたものでございます。 

 旧観光企画課分については以上でございま

す。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いします。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○亀田英雄委員 説明資料の２ページです。 

 熊本地震震災ミュージアム中核拠点施設観

覧料、大幅にマイナスが出とるという中で、

４万人入っとる中で大幅にマイナスが出とる

という見込み、どれだけ見込まれたのか。そ

のことをどのように総括され、そして次年度

にどうやって結びつけようと考えていらっし

ゃるのか、お知らせください。 
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○佐方観光文化政策課長 観光文化政策課で

ございます。 

 ただいま亀田委員からの御質問にお答えい

たします。 

 震災ミュージアム、このＫＩＯＫＵにつき

ましては、令和５年、昨年の７月にオープン

して、ちょうど１年３か月余りが経過したと

ころです。 

 当初の入場者数の見込みなんですが、年間

で14万2,000人余り、月平均にしますと１万

5,800人余りを見込んでいたところです。そ

の後、開館前からも含めまして、年間通し

て、周知、ＰＲに取り組んできたところなん

ですが、何分、開館初年度ということもあり

まして、実際のその有料の来館者数、昨年に

つきましては、４万392人、見込みが14万2,3

72人に対して、実績として４万392人という

ことで、月平均で約4,500人ぐらいだったと

いう結果があります。そういったところで予

算現額と収入済額に差が生じております。 

 今１年経過したところでして、施設の認知

度というのは徐々に上がってきております。

団体予約も定期的に入るようにもなってきま

した。 

 今後ということでは、引き続き、このＫＩ

ＯＫＵの情報発信、また、イベントなどをす

ることによって認知度を上げるということと

ともに、教育の部分の防災教育という意味で

非常に重要な役割を果たしておりますので、

教育委員会などとも連携しまして、そういっ

た教育旅行の誘致に取り組んでまいりたいと

いうふうに考えているところです。 

 以上です。 

 

○亀田英雄委員 せっかくの施設ですし、防

災面の啓発にはとても大事な施設だと思いま

すので、えてして何かこうじり貧になりはせ

ぬかなという施設でもあるかもしれぬとです

けれども、そうならないように、ぜひしっか

り取り組んでいただきたいというふうに思い

ます。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○末松直洋委員 17ページの観光振興課の観

光費で、旅するくまモンパスポートの事業実

績が３億1,800万円残ということで、予定し

たよりかなり利用が少なかったのかなと思い

ますが、そこら辺はどうなっていますでしょ

うか。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 旅するくまモンパスポート事業につきまし

ては、昨年度６月補正プラス前年度からの繰

越しを踏まえまして、総額７億6,900万円ほ

どの予算額を確保して、２月補正で１億

7,000万円ほど見込みに応じて減額補正をさ

せていただいて、補正後の予算額は６億弱と

いう数字でございました。 

 こちらにつきましては、令和５年度の事業

といたしまして、くまモンからの贈物とし

て、ＬＩＮＥの公式アカウントのお友達にな

っていただいている方、または新規友達にな

っていただく方に1,000ポイントのプレゼン

トキャンペーンを、８月から10月までの期間

を第１弾として、第２弾を12月から翌月１月

まで実施をして、特に、12月につきまして

は、３回に分けてポイントを1,000ポイント

ずつということですので、もらわれた方は最

大4,000ポイントもらわれたというようなこ

とになります。そのポイントを実際の登録店

舗で利用していただくと、そのポイント決済

に応じて、私どものほうから助成金を払う

と、そういった仕組みでございました。この

キャンペーンで、友達が約17万人という形で

１月末で増えたわけでございます。 

 ただ、ポイントの利用期間、どうしても精
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算の都合上、12月に大きくポイントをプレゼ

ントいたしましたけれども、利用期間が２月

18日までとさせていただいたことから、利用

期間が非常に短かったこと、それと、登録店

舗も少なく、ちょっと周知不足等の問題等も

ございまして、見込みが――利用された金額

が、10万人の方に御利用はいただいたんです

けれども、利用総額が１億8,500万程度にと

どまったということでございまして、システ

ム維持費等の事務費等を合わせまして、決算

額としては３億1,800万円余の決算額という

ふうになったというところでございます。 

 以上でございます。 

 

○末松直洋委員 私たち議員も、なかなかこ

のような活用をしてなかったので、私たちが

勉強不足のこともあるんですけれども、やは

りもうちょっと広報が足りなかったのかなと

思いますので、ぜひともまた今後進めていた

だければと思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○松田三郎委員 引き続き浦本観光振興課長

ですね。 

 資料で言いますと、説明資料の17ページ、

観光費の備考の下から５ポツ目です。 

 教育旅行誘致推進事業、この施策の効果を

見ておりますと、76ページの12番ですね。新

規校助成実績、73校で延べ9,500云々という

のが書いてあります。 

 私、しばらく経済環境委員会におりません

ので、以前、これだけＴＳＭＣで盛り上がる

前でしたけれども、例えば台湾に行かれる修

学旅行、主に高校生だったと思いますが、当

時の大津高校とか、行かれるところには教育

委員会から補助があるとか、これは観光で持

ってらっしゃる事業ということならば、この

学校に――とにかく、行かれる教育旅行、修

学旅行に補助というわけじゃないんですね。

何かある程度の絞った要件を満たしたところ

に、ほか市町村もそれぞれやってるでしょう

から、これは何か教育委員会と同じ事業なの

か、ちょっと違うのか、ちょっと細かい話で

すけれども、お願いします。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 こちらは、熊本県に教育旅行で来ていただ

く方を対象とした事業でございまして、熊本

地震前までは、やはり子供数も多かったとい

うことで、年間10万人程度は教育旅行として

来ていただいたということで、それが地震を

契機に、やはり風評被害でありますとか、受

入れ体制が整わずに大きく落ち込んでいると

いうことで、熊本のほうに教育旅行で来てい

ただく方にインセンティブという形で１人当

たり宿泊費の助成を行うとともに、バスの借

り上げ、どちらかになるんですけれども、そ

ういった形でインセンティブで熊本にお越し

いただけないかということで用意させていた

だいている事業で、コロナでちょっとまた修

学旅行の計として非常に落ち込んだことあり

ましたけれども、やはりコロナも落ち着く中

で、近県の旅行という形になりますので、熊

本県としては、やっぱり真ん中にありますか

ら、小学校あたりがやはり鹿児島から来てい

ただく、そういった形で徐々に回復をしてい

るというような状況でございまして、こちら

は、当然小学校あたりは九州圏内でございま

すけれども、中学校になると関西、あるいは

高校になりますと、首都圏、東北地方までご

ざいますので、この助成金をもって熊本に来

ていただけないかという形で、セールスをや

っているというようなことでございます、と

いう事業でございます。 

 以上でございます。 

 



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和６年10月21日) 

 - 44 - 

○松田三郎委員 ありがとうございます。す

みません、私も勘違いしておりました。 

 たまたまですが、今週の10月31日ですね、

また課長、部長にもお世話になるかと思いま

すが、南九州の３県での観光振興会議という

のをもう何十年と続けております。 

 ここ最近言われるのが、ある民間の鹿児島

の事業者さんから、３県で教育旅行を――今

浦本課長おっしゃったように、熊本の人が、

鹿児島に来て、宮崎から出る。これは、一般

の旅行者もそうですけれども、特に、おっし

ゃられよった、中学生は大体もう中国地方、

関西、長崎かもしれませんが、高校は関東と

かですね。できるだけ、その３県でどっから

か入ってどっからか出るとか。教育旅行につ

いては、熊本県がちょっと一番積極性が足り

ないんじゃないかというのをよくですね。そ

れは誤解ですって私は反論はいたしておりま

すが、実際教育委員会のほうにお願いしまし

たら、それは行くほうだと思いますけれど

も、球磨・人吉の義務教育の校長会に、鹿児

島、宮崎から、県の教育委員会あるいは民間

の方から来ていただいて、ぜひお願いします

という、そのプレゼンテーションをする場を

設けたということで、大分意識変わってくる

かなと思ったら、たまたま台風が来る日で、

それが延期になっとりまして、実現はしてお

りませんけれども、熊本県内の児童というか

子供さんが行く場合には、どちらかという

と、義務教育課とか各市町村で、今浦本課長

がおっしゃったように、誘致する側がぜひ熊

本県内に来てくださいというのが観光のほう

の事業だと思います。 

 その割には、５年度ですか、この新規が73

校というのは、そういう意味じゃ案外非常に

頑張って多いなと思っておりますので、なか

なか県外の学校に向けての周知、宣伝という

のは難しいとは思うんですよね。できるだけ

その部分も有効に使っていただいて、これが

執行残の金額ですかね。これは事業費3,100

万、こがん残ることはなかでしょう。 

 できるだけ残らないように……(｢事業費」

と呼ぶ者あり)事業費ができるだけ残らない

ように、ほかの事業もそうですが、言いまし

たように、県外に対する広報とか告知、宣伝

というのは非常に難しい部分はあるかと思い

ますが、この令和５年度、頑張っていただい

ておりますので、引き続き、外からもどんど

ん、若いというか、幼い小学生、中学生、高

校生が来ていただくと、将来の熊本県ファン

を早い段階で育成することにもつながるかな

と思いますので、頑張っていただきたいとい

う意味で要望をしておきます。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○池田和貴委員 これも多分浦本課長になる

のかなと思うんですけれども、部長の冒頭の

御挨拶の中で、ＴＳＭＣの進出も含めて台湾

からのインバウンドを推進するのに、観光レ

ップ、いわゆる観光誘客代理人を活用しなが

ら、台湾での商談会、観光ＰＲイベントの開

催、インフルエンサーによる情報発信などを

実施し、台湾からのインバウンド誘客に取り

組んでまいりますというふうに御挨拶をいた

だきました。 

 この観光レップについては、なかなか聞き

慣れない言葉なので、そこをもう少しちょっ

と詳しく説明していただきたいというのが１

点と、それと、観光レップは、これは新しい

事業なので、もしかしたら今回のこの歳出の

予算の金額の中には、その観光レップに頼ん

だ費用というのは含まれてないのかもしれま

せんけれども、いわゆる私の認識では、今ま

で県の職員さんがやってたプロモーションと

かそういう事業を、いわゆる台湾の中に住む

事業者の方に代理でお願いするということな

ので、例えば、その観光レップの事業費とい
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うのがもし発生するとすると、ここに入って

ないとすると、この今回の決算の資料でいく

と、どの辺のその歳出の予算がこの観光レッ

プに委託する事業費に変わるのかどうなの

か、ちょっとその辺が分かれば教えていただ

きたいなと思います。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 まず、観光レップ、これは現地代理人とこ

う書いておりますけれども、台湾のライオン

トラベルという大手の旅行会社がございま

す。私ども、その傘下にありますＪＷＩマー

ケティングという旅行会社のほうに委託をし

ておりまして、そちらのほうが現地の代理人

として、私どもが現地で行う商談会でありま

すとか、あるいは向こうでのＳＮＳを使った

熊本の観光情報の発信、あるいは今年度の取

組にはなりますけれども、来月11月から、そ

のＪＷＩの親会社、ライオングループの国内

を走る観光バスに、熊本の観光名所を全面ラ

ッピングしたバスを走らせるなど、現地の台

湾人が好みそうないろんな情報とかを、こう

したほうがいいですよとアドバイスしていた

だく、そういうような形になりますし、私ど

もが実施する商談会の相手方、その現地での

いろんな事前の調整でありますとか、こうい

ったところを呼んだほうがいい、そういった

ところをしっかり企画、アドバイスをしてい

ただく、そういった立場の方というふうにな

っております。 

 実際、今回の数字の面でございますけれど

も、お手元の資料の17ページの下から３番目

に、台湾インバウンド誘客強化事業１億

5,554万8,000円ございますけれども、こちら

の中の1,500万ほどがその委託費という形に

なっておりまして、昨年度は、補正でお認め

いただいた台湾からの誘客に関する助成事

業、台湾から旅行を送客していただきました

ら、２泊したら幾ら、３泊したら幾らという

形の助成事業を昨年度取り組んでおりますの

で、そちらが大体１億3,000万ほどございま

すので、金額多くなっておりますけれども、

台湾レップの委託費としては1,500万程度と

いうふうになるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 はい、ありがとうございま

した。 

 台湾レップ、現地代理人を活用すること

で、先ほども言いましたように、より旅行者

に近いところがそこの現地での状況を勘案し

ながらやっていけるので、他国にいる人たち

がプロモーションを企画するよりも、多分現

実的な案が出てくるんじゃないかなというふ

うに想像をします。 

 あと、補正で認めた金額が、基本的に多分

不用額にはなってないんですよね。というこ

とは、それだけやっぱり使われるだけの仕事

をしてくれたということなんじゃないかとい

うふうに想像しますけれども、それは間違っ

てないですか。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 まさに今回のレップに関しては、不用は出

ておりませんし、私どもがお願いする以上

に、いろんな情報でありますとか企画提案を

していただいて、私どもの今実際感じている

ところでは、委託以上の効果が出ているもの

というふうに認識しているところでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 ありがとうございました。 

 このやり方、私、いいやり方なんじゃない

かなというふうに、今お話聞いた上でも思い

ましたし、そういうふうに思ってます。あと

は、県としての取組がうまくいったら、意欲

ある市町村、やっぱり台湾との関係を築きた
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いとか、そういう意欲ある市町村があった

ら、やっぱり意欲ある市町村とここの観光レ

ップをうまく連動しながらやっていくこと

も、県だけではなくてやると、さらに効果も

県内に広がるんじゃないかと私は想像するん

ですけれども、そういう話は、例えば市町村

からだとか、県のほうから市町村にだとか、

そういうような取組というのはされてますで

しょうか。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 やはり、このＴＳＭＣ効果、台湾から旺盛

な旅行需要というのをやっぱり取り込みたい

という市町村は多うございます。 

 特に、委員の地元の天草のほうも、今ま

で、やはりちょっと地理的な面もございまし

て、うまく取り込めてないということもござ

いましたので、実はもう観光協会のほうか

ら、どうにかしたいというような御相談、知

事への要望等も受けたところでございます。 

 実は、先週３日間ほど、私、台湾のほうに

行っておりまして、現地での商談会を実施し

たところでございます。この情報につきまし

て、事前に天草市のほうに提供したところ、

天草市のほうも、ぜひそこに乗っかっていこ

うということで、観光事業者、協会でありま

したり、施設、宿泊事業者の方あたりを――

実際に現地のほうに一緒に行きまして、旅行

会社と商談を行うという形だったんですけれ

ども、今回初めて天草市の事業者のほうが７

つ参加していただいて、実は、馬場市長もお

いでになりまして、冒頭で御挨拶をいただく

など、やはりまだ知られてないところをしっ

かりＰＲして、天草の関連事業者のブースの

ほうも非常ににぎわったということでござい

ますので、このような形で、私どもも、県の

商談会という形で、県ばかりではなくて、事

前に情報等もお流しして、一緒に行こうとい

うところを声をかけまして、連携してオール

熊本という形で取り組んでいきたいというふ

うに考えております。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 すみません。地元の天草市

のことを、こうやって詳しく説明していただ

いてありがとうございました。 

 実は、私も、今年の７月に、市議会のほう

から、やっぱり自分たちも台湾との交流を進

めなきゃいけないという意識を持っているの

でというようなお話も伺いました。 

 その中で、例えば天草市は、市内で人口的

にいくと３番目の規模なんですけれども、そ

の天草市でも、やっぱり国際関係をやってる

部署ってないんですよね、市の中に。熊本市

は、多分あるんだと思うんですけれども、と

すると、そういう活動しようと思っても、ど

こにどういうふうにしていいかという今まで

の経験だとか蓄積がないので、非常に困惑を

したりとかしてというのがあると思うんです

よ。 

 ということは、熊本県内の市町村って多分

同じような悩みを抱えているところもあるん

じゃないかと思うんですよね。台湾にしよう

とするけど、どう対応していいのか。 

 もちろん、県がやってくれれば、そういう

のに乗っていくとかあると思うんですけれど

も、そういう意味では、皆さん方が間に立っ

ていただいて、そういう市町村の何というん

ですかね、悩みというか、そこの間に入って

もらって、台湾との間をつないでいただくと

か、そういうことをぜひやっていただければ

ありがたいなというふうに思ってます。 

 この事業については、ぜひこれからも継続

して頑張っていただくようにお願いしたいと

思います。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 
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○竹﨑和虎委員 矢継ぎで浦本課長、資料17

ページの一番下のポツの豪雨被災地域観光復

興応援事業に関してなんですが、主要な施策

成果のほうでも、恐らく77ページのこの15番

に当たるのかと思うんですけれども、宿泊助

成であったりクーポンの配布、これだけあり

ました、期間はこうでしたとありますけれど

も、当初予定されたのと、これの事業を行っ

て、どうだったのか。で、どうお考えなのか

をまずお聞かせいただきたいと思います。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 こちらのＲ５年度に実施いたしました豪雨

被災地域の観光復興応援事業、こちらは、当

時、くまもと再発見の旅をやっておりました

けれども、被災を受けた特に人吉市内の宿泊

業あたりは、まだ再建も途中ということで、

再発見の旅のいわゆる助成に関する宿泊需要

を受け止めることができなかったというのも

ありまして、まだ人吉・球磨地域への宿泊が

戻り切れないということで単独で始めた事業

でございます。 

 予算の額が５億1,200万でさせていただい

ておりまして、うち、旅行割引あるいはクー

ポンで使う予算として４億5,200万ほどを予

定しておりましたけれども、そのうち、利用

実績のほうを書いてございます。旅行割引

が、７万人弱の方にお越しいただいて２億

7,000万円余、クーポンのほうが１億7,000万

円余ということで、合計約４億4,600万程

度、この予算が執行されたということでござ

いまして、予算で見込んだとおり、おおむね

御利用いただきました。 

 ７万人という数字が、決して、人吉・球磨

にとっては満足かというと、やはりまだまだ

それでも戻り切れなかったということではご

ざいますけれども、しっかり予算を確保させ

ていただいて、先ほど多く残したくまモンパ

スポートとかではございませんけれども、こ

れはしっかり執行させていただきましたの

で、その分宿泊業を含む地域の経済にも貢献

できたのではないかというふうに考えている

ところでございます。 

 以上でございます。 

 

○竹﨑和虎委員 ありがとうございます。 

 現在に至ってもなんですけれども、人吉・

球磨地域と芦北地域ですね、被災されたその

地域によっては、まだ復旧、復興道半ばであ

る地域もございます。そしてまた、宿泊施設

がない町村もあると認識しております。 

 これからも、ちょっと寄り添って、こうい

う支援していただきたいんですけれども、

私、芦北の出身で、今熊本市内西部のほうに

いるんですけれども、自分の選挙区ではＴＳ

ＭＣが来て東部ばっかりようなってと、実家

に戻ると県北ばっかりようなってと、怒られ

てばっかりいるんですよ。 

 やはり、先ほどいろいろお話がございまし

たけれども、経済効果を広めていくのはもち

ろんですけれども、やっぱりこう被災地に寄

り添って、しっかり――この決算の場で言う

のは合ってるか分かりませんけれども、ぜひ

お願いをしたいと思っておりますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 それと、すみません、附属の資料の２ペー

ジ目のこの繰越しですね。これは、これと同

じ観点のやつなんですか。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 今回繰越しをしております似たような事業

名があって、大変分かりにくいかと思います

けれども、また別の事業でございまして、こ

ちらは、豪雨被災地域における観光需要回復

緊急支援事業、丸々予算額3,000万を今年度

に繰り越して実施しているものでございま

す。 

 先ほど御説明いたしました宿泊助成事業で
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も、やはり戻り切れてない部分があると判断

いたしましたので、3,000万という事業費で

はございますけれども、今回は、ちょっと別

の形で、肥薩線がまだ復旧してないという形

で、やはりどうしても足の問題、課題があり

ますので、こちらにつきましては、いわゆる

交通機関とセットになった旅行商品をつくっ

ていただいた旅行事業者とかタクシー事業者

に対しまして、一部助成を行うというもので

ございまして、こちらは８月ぐらいからちょ

っと事業を始めさせていただいておりまし

て、この間土曜日に行われました花火大会と

セットにした宿泊プランをつくっていただい

て販売していただくとか、そういった形で、

今44の事業者の方から手が挙がっておりまし

て、旅行プランをこれから１月末にかけて販

売していただくというような形でございまし

て、引き続き、先生おっしゃいました豪雨被

災地域の観光需要という形で取り組みたいと

思いますけれども――やはり宿泊施設がない

というところもございましたけれども、これ

につきましては、また、冒頭、部長も、いわ

ゆる万博を取り込むという形ございましたけ

れども、今年度６月補正で万博需要を取り込

むための予算等もいただいておりますので、

大阪・関西万博でございますので、新幹線を

使って関西の方面から熊本に来ていただくと

いうことになれば、八代から南のほうの新幹

線が通っております県南地域、こちらをしっ

かりＰＲいたしまして、そちらの誘客に取り

組むという形で、今後も寄り添った形で対応

していきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○竹﨑和虎委員 ありがとうございます。 

 先ほども申しましたが、被災地域に寄り添

ってしっかりと県南のほうも振興願えればと

思います。よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 ごめんなさい。ちょっと関

連してなんですけれども、関西万博の取り込

みを考えたときに、交通政策課にもちょっと

一回お話ししたことがあるんですけれども、

熊本は、いわゆる新幹線はあるんですけれど

も、関空からの航空便がないんですよね。 

 例えば、関西に行かれる場合は関空に入り

ますし、そう考えると、関空からの飛行機便

があったほうが誘客的には有利じゃないかな

と、私は単純に考えてるんですよ。 

 そこは、いわゆる観光サイドからして、そ

の辺はどういうふうに考えてるのか、ちょっ

と御意見聞かせていただければなと思いま

す。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 今先生おっしゃるとおり、航空機で熊本に

入っていただく、これは、関西圏のみなら

ず、関東あるいは今回北海道辺りとも交流を

含めておりますけれども、そういった形で、

あらゆるところからあらゆる交通手段を使っ

て来ていただくというのがベストでございま

す。 

 先ほど私申しました関西万博は、やはり３

時間で新幹線で来れるということと、プラス

空港インしたときに、ちょっとやはり２次交

通の脆弱な問題がございますので、そこもし

っかり取り組む必要はございますけれども、

関西万博は、やはり各地、玉名から縦のライ

ンでございますけれども、水俣まで新幹線で

つながるということで、今回はＪＲさんと一

緒に取り組めないかというところで進めてい

るところでございます。 

 しかし、空が決して駄目ということではご

ざいませんで、空のほうも、交通事業者と連

携して誘客を図る事業もございますので、航

空会社とも意見を交わしながら、当然、その

ＫＫＩＡＣ、10月26日からですかね、新たな

エリアもできますし、空港自体が観光施設と
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いうところもございますので、そこもしっか

り売り込みながら、しっかり空の面もケアし

て、観光の誘客に向けて取り組んでいきたい

というふうに思ってます。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 分かりました。ぜひ頑張っ

ていただきたいというふうに思います。 

 やっぱりたくさん選択肢はあったほうがい

いというのは当たり前の話なので、それはも

ちろん交通政策課も含めて話をすることにな

ると思うんですが、ぜひその辺は一緒になっ

て頑張っていただければと思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかありませんか。 

 

○松田三郎委員 すみません。全般的なこと

ですので、あえて部長にちょっとお尋ねした

いと思います。 

 令和５年度決算のいろいろな説明でも、い

ろいろ県内の観光の振興に対して事業をやっ

ていただいているようでございます。 

 観光に限らずかもしれませんが、なかなか

事業をやって、その政策の検証という場合に

は、県がこの事業やったからこれだけ観光客

増えましたという因果関係がなかなか見えに

くい部分も含めれば、非常に難しい、めり張

りをつけるというのは難しいんだろうと思っ

ております。 

 私、よく観光関係の方、県外の方に、熊本

は県としてどういう計画があるんですかと、

どういう観光ビジョンがあるんですかと――

私も、その類いの文書は見た記憶はございま

すが、ここで一口では言えませんねというぐ

らい言って、その場の立ち話を避けておりま

すが、はたと思ったのが、例えば答えやすい

ように申し上げますと、県内の振興局単位ぐ

らいの、例えばうちで言うならば、球磨・人

吉地域、委員長のところであれば玉名地域と

か、阿蘇、天草で、それぞれ民間の方も含め

て、ある程度の何かコンセンサスを得た文書

になっているかどうかは別として、振興局単

位で中心となっていろいろ計画みたいなもの

をつくってらっしゃる。 

 県とすると、その各地域の市町村、県内全

てそうですが、民間がこう頑張ってやってお

られるのをきちっと支援する方向なのか。も

しくは、県独自のこの視点があって、熊本県

の観光行政はこうあるべきだというのを旗を

立てて、そちらに政策誘導するみたいな、極

端ですけどですね。あるいは、その両方の組

合せとか併用みたいなと、今後の、これまで

もそうであったように、倉光部長としては、

あるいは県の新しくなった観光文化部として

は、あるいは県としては、今おっしゃったの

はこういうふうに行きますというのが、一端

でもあればですね。 

 というのは、視点を変えれば、私が初当選

した頃は、今のようなＳＮＳとかネットがあ

んまりない時代でもございましたけれども、

大体熊本県の観光というと、阿蘇があって天

草があってと、もうこれだけあれば十分です

みたいなところがあって、逆に、阿蘇、天草

は、黙っとっても観光客は――さっきもおっ

しゃったように、なかなか指標というのが、

入り込み客数なのか、延べの宿泊人数なのか

と。ほかに、そう爆発的に増えたかどうかと

いう資料が少ないのもあるのかもしれません

が、私とすれば、阿蘇、天草はほっといても

人が来るんだったら、ほかのところに県はも

っともっと底上げする意味で力を入れたほう

がいいんじゃないだろうかという話をしたこ

ともあります。 

 そういうのをひっくるめて、どういった方

向性で――我々も今さら聞かれてもというこ

とはあるかもしれませんが、心の持ちようと

いうのもありますので、ちょっと教えていた

だければ、お答えいただければと思います。 
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○倉光観光文化部長 大変大きな御質問をい

ただきました。 

 先ほどの三択の中でどれかというと、私個

人としては、先生が３番目におっしゃった、

県としても、方針というか、計画づくりをや

っておりますし、それに基づいて進めていき

ますが、当然、その中身のコンテンツという

のは、各市町村だったり、民間事業者の方だ

ったり、そういった方々がこれまでも磨いて

こられたものを連携しながらやっていくとい

うことで、県の方向性で、ある程度今の観光

のトレンドとしてはこういうほうを県が向い

てるのかなというのはお示ししつつも、なの

で、それに乗っかろうと思われる方もいらっ

しゃると思いますし、必ずしもそうではない

という方もいらっしゃると思いますけれど

も、よく言われる、観光というのが裾野の広

い産業だと。 

 なので、例えば、今年度、我々次期４か年

計画を、観光の計画をつくっておりまして、

今パブコメをやってるところなんですけれど

も、大きな方針としましては、観光と熊本の

強み、例えば農業だったりとか、そういった

ものを掛け合わせた「〝くまもとらしさ″の

探求」と「上質なトキと機会の創出」高付加

価値化という。それともう１つ「観光産

業」、これを本当に真の基幹産業としていき

創造的復興を実現させていこうと。これにひ

もづいた施策をいろいろとこの計画の中でう

たわせていただいております。 

 一つの指標としましては、大きく観光消費

額、やはりそれは、当然、宿泊者数だった

り、宿泊日数だったり、買物をしていただく

お土産の高付加価値なものを買っていただく

とか、いろんなものに派生していくんですけ

れども、今後、観光消費額を一つの大きな指

標としていこうと思っております。 

 先生おっしゃるように、これまでは、今も

そうですけれども、大きな観光地としては、

阿蘇、天草、熊本市域及び熊本市近郊、それ

が一番熊本の中で言うゴールデンルートでは

ありますけれども、まさに、ＳＮＳの波及

で、これまで観光地でなかったところが、例

えば宇土の長部田海床路とか、我々、ちっち

ゃい頃から海岸の中の道は見てて、特段何で

あんなところに道があるのかなというぐらい

しかなかったんですが、今本当にＳＮＳでい

わゆるバスって、たくさん人が来てます。 

 どこでそういうふうに観光地化していくか

分からない時代ではありますけれども、大き

くは、先ほど申し上げましたような方針に沿

って、いかにこの熊本に長く滞在していただ

いてお金を落としていただくか。そこをやは

り大観光地の中も充実させていかないといけ

ないですし、ＴＳＭＣ効果をこの県内隅々ま

で波及させるというのは、私は、やはり観光

の力というのが非常に大きいと思っておりま

すので、そういった目で、今後も、市町村、

また、民間事業者の方々がつくり上げていか

れる、あるいは一緒につくり上げていく、そ

ういったものを、コンテンツをいかに商品と

してつくっていくかというところに力を入れ

ていきたいというふうに思っております。 

 先ほどの観光レップの話なども、今数を拾

うのは難しいんですが、窓口のＪＷＩマーケ

ティングは非常に頑張っておりまして、たく

さんのツアーの中に熊本というのを盛り込ん

でもらってます。 

 そういったものをできるだけ成果をお示し

できるように我々も努力しながら、引き続

き、県内全域、観光振興やっていけるように

頑張っていきたいと思っております。こんな

お答えでよろしいでしょうか。 

 

○松田三郎委員 非常に部長らしい堂々とし

た御回答をいただきました。 

 実は、今年に入ってからですけれども、さ

っき言いました九州の観光分野の議員連盟の

会長がみんなそろいまして、毎年そうであり

ますが、九州観光機構の唐池会長はじめ幹部
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の方との意見交換がありまして、そこで私、

発言の機会があったときに、例えば、県が、

九州各県そうですけれども、観光の計画物と

か何かビジョンをつくるときに、どうしても

やっぱり例えば熊本県でいうと、阿蘇、天草

しか書いとらぬなら、あの球磨のやかましか

県議会議員は文句言うだろうとか、いろいろ

配慮し過ぎると、どうしても総花的になって

しまう。じゃなくて、何かめり張りを利かせ

たというふうなのが個人的には必要だと思う

けどどうですかという話を唐池会長に言いま

したら、ただ、やっぱり行政がつくる場合

は、どうしてもやっぱり総花的にならざるを

得ないでしょうて、その濃淡はあるとはいえ

と。 

 ただ、実際は、民間を含めて、やっぱり普

通でいうなら、運用じゃありませんけれど

も、計画は総花的につくったけれども、やっ

ぱり一生懸命頑張っているところは、ちょっ

とこそっとでもより力を入れて支援をすると

か、そのとおりおっしゃったわけじゃありま

せんけれども、趣旨としては。要は、観光消

費額を伸ばしていくというところを見たほう

がいいんじゃないですかと、まさに、さっき

部長がおっしゃったとおりでございました。 

 そういう意味では、民間は、自分のところ

でやっていけるところは、あんまり国とか県

とか地元の市町村に頼ること、補助金云々と

いうことはあんまり期待なさらないと思いま

す。 

 県内の市町村でいうならば、市レベルは、

そこそこ、例えば観光に関する専従の職員が

いたりとか、ある程度計画をつくっている。 

 ただ、町や村に至っては、多くは、やっぱ

りなかなか職員さんをそこの分野に割くと

か、独自の観光戦略、観光ビジョンがあると

いうところは少ないんだろうと思いますの

で、そういうところのなかなかちょっと独力

では難しいなというところには、特にやっぱ

り目をかけていただいてという思いがありま

すので、そこはあまり公には申し上げません

が、こそってやっぱりそういう小さい自治体

には、特にアイデアを提言するところから含

めて御指導いただければなと思いますので、

引き続きよろしくお願い申し上げたいと思い

ます。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 なければ、これで審査を終了します。 

 

○佐方観光文化政策課長 委員長、すみませ

ん。 

 観光文化政策課でございます。 

 先週10月18日の企画振興部の決算特別委員

会におきまして、本田委員から御質問いただ

いた県立劇場に関する御質問ですが、このた

びの組織改正に伴いまして、観光文化部で所

管することになりましたので、本委員会で回

答させていただきます。 

 資料のほうが、企画振興部の説明資料の12

ページ、こちらの御質問いただきましたの

が、下から２段目の物品売払い収入の備考欄

に記載の県立劇場アップライトピアノ売却に

伴う収入について、そもそも購入した際には

幾らかかったのかというお尋ねでございまし

た。 

 こちらのピアノは、昭和57年の県立劇場開

館に合わせて購入しましたピアノ３台。アッ

プライトピアノというのは、基本的に御家庭

用のピアノと思っていただければ結構です。

こちらは、控室などで練習用に使わせていた

だいてるものなんですが、３台合わせて262

万4,000円が当時の購入価格でした。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 本田委員、よろしいです

か。 
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○本田雄三委員 ありがとうございました。 

 私と竹﨑先生は、わあっと開く何か高価な

ピアノかなと。認識が薄くてすみません。あ

れならば、その歴史とか、言うならば重厚感

があって、使えば使うほどいいのかなと思っ

たもんですから、大変失礼をしました。あり

がとうございました。 

 

○内野幸喜委員長 次回の第５回委員会は、

10月25日午後１時から開会し、土木部の審査

のみを行うこととしておりますので、よろし

くお願いいたします。午後からですので、午

前中ありませんので、今度の金曜日は午前中

ありません。午後からのみですので、よろし

くお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 お疲れさまでした。 

  午後３時９分閉会 
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